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３　現在Ｉ　ＢＭ杜の事業構造と組織構造

　はじめにのへたように，本稿の課題はＩ　ＢＭ杜の戦後の組織変革をたとっ て

みることである 。しかし，この場合，まずあらかじめその現在の組織構造を知

っておくのが好都合である。なぜなら．一般に過去の歴史的発展の産物である

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９５）



４０　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

現在の組織構造には，その発展過程の時々に行われた変革の成果が形を変えな

がらも重層的に織り込まれていると考えられるからである 。

　ところで，この場合，当然のことであるが，組織そのものは当該企業の事業

（Ｂｕｓ１ｎｅｓｓ）を実現するために存在しているのであり ，したが って組織構造は ，

当該企業の事業構造に対応して成り立っている。そこでここでは，組織構造を

あきらかにするという場合，まず当該企業の事業構造をあきらかにすることか

らはじめることにする 。

〔ユ〕現在Ｉ　ＢＭ杜の事業構造

　（１）事業の分野別構造

　先稿であきらかにしたＧＥ杜の場合には，その事業構造はきわ立って多角化

Ｌた内容をもっ ており ，多角的事業構造をもつ巨大企業の数多いアメリカ巨大

企業群の中でもその典型例として有名であ った。それとの対比では，Ｉ　ＢＭ杜

は， 同じ巨大企業でも ，すでにあきらかなように情報関連事業（Ｉｎｆｏｒｍａｔ・ｏｎ－

ｈａｎｄ１１ｎｇ　Ｂｕｓ１ｎｅｓｓ） ，とりわげテータ処理機器事業（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓ・ｎｇ　Ｂｕｓｍｅｓｓ）
，

すなわち コソピ ュータ事業に圧倒的な比重をおく ，一事業集中型の単純た事業

構造をもっ ている 。

　表９は，五舳〃ｏＺ地力ｏ〃に掲げられている最近（１９７７～１９８１年）のＩ　ＢＭ杜

の事業分野別売上高の構成であるが　　Ｉ　ＢＭ杜の場合このような事業別の売

上高は１９７７年にな ってはじめて五伽〃ｏＺ地力ｏ〃に掲げられるようにな ったも

のである　　，これをみてみると ，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造におけるコソピ ュータ

事業の比重の大きさを具体的に知ることができる。すなわち，それは総売上高

の８０％を越えており ，１９８１年には８２．８刎このぼっている 。

　比重は小さいが，Ｉ　ＢＭ杜の清報関連事業を構成するものとして，コソピ ュ

ータ事業以外に，事務機器（Ｏ田ｃｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）事業と連邦政府向げ ンステム
（Ｆｅｄｅｒａ１Ｓｙｓｔｅｍｓ）事業とがある

。

　事務機器事業は，１９３３年，エレクトロマチ ヅク ・タイプライタース 杜（Ｅ１ｅ 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９６）
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表９　ＩＢＭ杜の事業分野別売上高構成（ユ９７７～ユ９８１年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実額単位 ：１００万ド ノレ）

事　　業　　分　　野 １９７７ １９７８　　　　１９７９ １９８０　　　　１９８１

情報関連事業 ：

実
データ処理機器事業｛事務機器事業

邦政府向けシステム事業

１４ ，７６５ １７ ，０７４ １８ ，３３８ ２１ ，３６７ ２４ ，０７３

２， ８２４ ３， ３９０ ３， ８４９ ４， １３５ ４， ２１９

４８６ ５４９ ６１２ ６４７ ７１９

額
その他の事業 ５８ ６３ ６４ ６４ ５９

合　　　　　　　　計 １８ ，１３３ ２１ ，０７６ ２２ ，８６３ ２６ ，２１３ ２９ ，０７０

情報関連事業 ：

構
データ処理機器事業｛事務機器事業

邦政府向げシステム事業

８１ ．４ ８１ ．Ｏ ８０ ．２ ８１ ．５ ８２ ．８

成
比

１５ ．６ １６ ．１ １６ ．８ １５ ．８ １４ ．５

（
２． ７

２． ６
２． ７

２．
５

２． ５

％
）

その他の事業 Ｏ． ３ ０． ３
Ｏ． ３ Ｏ． ２

Ｏ． ２

合　　　　　　　計 １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｏ，ル舳ｏＺ地力ｏ〃 ，１９７７～ユ９８１ ，より作成 。

ｃｔｒｏｍａｔ・ｃ　Ｔｙｐｅｗｒ・ｔｅｒｓ，Ｉｎｃ）を買収し，電動タイプライタ事業を傘下に納めた

ことに始まるものである。現在は，電動および電子タイプライタとその関連消

耗品，複写機とその関連消耗品，磁気記録媒体，紙カードや各種フォーム 類な

との事務機器の製造 ・販売 ・サ ーヒスを行う事業とな っている 。この事業が売

上高の中で占める比重はユ５劣前後，１９８ユ年には１４．５劣であるが，ユ９８０年代に入

ってオフィス ・オートメーションが重要化してきている杜会状況の中で，この

事業は コソピ ュータ事業と結合して，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造の中でより重要な位

置を占めることになると予想される 。

　連邦政府向けシステム事業は，連邦政府が推進している宇宙開発計画および

国防計画用の特別の大揚模情報処理システムに関する事業である 。Ｉ　ＢＭ杜は ，

すでに２の（２）でみたように第２次大戦以前から，国勢調査の集計業務や杜会保

障関係業務とかかわ って連邦政府と緊密な関係にあ ったが，第２次大戦後，コ

ソピ ュータ時代に入 ってからは，１９５０年代後半から１９６０年代前半に，１０年間に

わた って約１００億ドノレの巨費をかけて完成された国防 システム ，Ｓ　Ａ　ＧＡシステ

ム（Ｓｅｍｉ－ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｇ「ｏｕｎｄ　Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ．半白動地上防空 システム）の引き受けに

始まり ，１９６０年代にはマーキ ュリー 計画（１９６０～１９６５年），ジ ェミニ 計画（工ｇ６２～

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９７）
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１９６６年），そしてアポ 艀計画（月面着陸計画，１９６０年代後半）とい った一連の宇宙

開発計画に深く関与し，現在はとりわげスペース ・シャトノレ計画の実現に重要

た役割を果たしている。また，この問，種々の国防関係の晴報処理システムの

実現にも大きく関与してきている。このような連邦政府向けンステム事業が売

上高の中に占める比重は２．５～３．Ｏ劣，１９８１年には２．５劣である。なお，対連邦

政府関係では，以上のような特殊な大規模情報処理システムをめぐる取引とは

別に，大量の標準化された コソピ ュータの取引があることはいうまでもないが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
表９ではこの分の売上高はテータ処理機器事業としてまとめられている 。

　以上のような，表９で情報関連事業としてまとめられているものの他に，Ｉ

ＢＭ杜は，規模は小さいが，つぎのようたいくつかの事業を行っている 。

　教育サーヒス事業　　これは，小 ・中学校，大学，企業，家庭向げの各種教

材， 教育サ ービス，マイク回 ・コソピ ュータ用ソフトウエアなどの開発 ・出版

・販売にかかわる事業である。この事業はＩ　ＢＭ杜の１００劣株式所有子会杜サ

イエソス ・リサ ーチ ・アソシエイツ 杜（Ｓｃｉｅｎｃｅ　ＲｅｓｅａｒｃｈＡｓｓｏｃｉａｔｅｓ，Ｉｎｃ．ＳＲＡ

杜）によって担われている 。

　科学分析機器事業　　これは，主として原子磁気共鳴分光計，フーリユ変換

赤外線分光計たとの分析機器の販売 ・サ ーヒスにかかわる事業である。この事

業はやはり１００％株式所有子会杜Ｉ　ＢＭイソスソルメソソ 杜（ＩＢＭ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ
，

ＩｎＣ．）によって担われている 。

　クレシット事業　　これは，アメリカ国内での情報関連機器の販売に際して

の割賦金融にかかわる事業である。この事業は同じように１００劣株式所有子会

杜ＩＢ１Ｖ［クレジ ット杜（ＩＢＭＣｒｅｄｉｔＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）によって担われている
。

　衛星通信事業　　これは，通信衛星を利用して高速テータ通信を行う事業で

ある。この事業は，Ｉ　ＢＭ杜，コムサ ヅト ・ゼネラノレ杜（ＣＯＭＳＡＴ　Ｇｅｎｅｒａ１

Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）
，エトナ ・カジ ュアノレティ ・アソド ・シ ュアティ 杜（ＡｅｔｎａＣａｓｕａ１ｔｙ

ａｎｄ　Ｓｕｒｅｔｙ　Ｃｏ．）の３杜の共同出資（持株比率は前２者がそれぞれ４Ｚ５％，エトナ杜

が１５劣）で作られたサテライト ・ヒソネス ・ンステムス
杜（Ｓａｔｅ１１・ｔｅ　Ｂｕｓｍｅｓｓ

Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ　ＳＢＳ杜）によっ て担われている。Ｓ　Ｂ　Ｓ杜が営業活動を開始した

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９８）
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のは１９８１年からである 。Ｉ　ＢＭ杜は１９８０年代以降，これまでの単純な コソピ ュ

ータ事業からコソピ ュータ事業とテータ通信 ・テータ処理事業を結合した複合

事業，いわゆるコソピ ュータ ・アソド ・コミュニヶ一シ ョソ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ａｎｄ

Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ．Ｃ＆Ｃ）事業への事業展開を計ろうとしているが，この場合 ，

この事業はＩ　ＢＭ杜にとって戦略的な重要性をもつものとな っている 。

　このような衛星通信事業は，これまですでに コムサット ・ゼネラル杜，Ｒ 　Ｃ

Ａ杜，ウエスタ：／ ・ユニオソ杜などによって行われてきているが，これらの企

業が提供しているこれまでの衛星通信サービスでは，メッセージが数少い大型

地上局で受信されたあと ，料金が高くて，雑音が多く ，しかも低速の地上回線

を使 って目的地に送られることにな っている 。これに対して，Ｓ　Ｂ　Ｓ杜の方式

は， 直径５～７メートルの小型パラボラ ・アソテナと小型送 ・受信装置一式を

ヒルの屋上に設置するだけで，地上回線を使わずに直接にアソテナ→通信衛星

→アソテナヘと無線で高速のデータ通信（旧来６５０倍以上）が行えるようにな っ

ており ，革新的な内容をもつものとな っている 。また，これまでの衛星通信で

は音声，図形，コソピ ュータ ，ビデオなどの各種の通信を行う場合それぞれ別

個のチャソネ ノレが必要であるが，Ｓ　Ｂ　Ｓ方式はこれらを単一のチャソネ ノレで処

理しうるようにな っている。このような革新的な衛星通信方式の実現が，１９８０

年代以降の予想されるコソピ ュータ ・アソド ・コミュニケーショソ事業をめぐ

る競争においてＩ　ＢＭ杜に有力な武器を提供することになるであろうことは疑
　　　２）

いない 。

　以上，表９で情報関連事業としてまとめられているもの以外にＩＢＭ杜か行

っている事業を列挙し，かんたんに説明したが，最後の衛星通信事業を除いて ，

これらの事業が表９でその他の事業（Ｏｔｈｅｒ　Ｂｕｓｍｅｓｓ）としてまとめられている

　　　　　３）
ものである 。

　　１）北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦一コソピューター帝国Ｉ　ＢＭの内幕』１９７８年 ，共立出版 ，

　　　第１０章を参照 。

　　２）衛星通信事業については，情報産業研究グノレープ編『Ｉ　ＢＭ一戦略とその実態』

　　　１９７７年，企画セソター ７４～７８ぺ一ジ ，北正満，上掲書，第１６章 ，とくに３０５～

　　　３０９べ一ジを参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９９）
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　３）以上，ＩＢＭ　 Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル伽ｏＺ　Ｒ砂ｏ〃，１９８１ ，ｄｉｔｔｏ，アｏ舳１０－Ｋ　Ｒ砂ｏ〃
，

　　１９８１，ｄ１ｔｔｏ，朋〃　　乃曲〃ｏツ伽６Ｔｏ伽ツ，１９７８，（株）モースト ・アソト ・

　　 モア『Ｉ　ＢＭ企業分析 ・１９８２年度版』１９８２年，第６章，たどを参照 。

　（２）　 コンピ ュータ事業の構造

　以上（１）では現在のＩ　ＢＭ杜の泰業構造の全体像を概観したが，そこでは，売

上高の８０％を占めるコソピ ュータ事業について，こくかんたんにその比重の大

きさを指摘するにととまっ た。 しかし，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造という場合，さら

にこの コソピ ュータ事業そのものの構造に具体的に立ち入っておかなげれぼた

らたい。Ｉ　ＢＭ杜の組織構造の変化は，この コソピ ュータ事業の構造の変化と

の関連で展開してきているわけだからである 。

　そこでまずはじめに，先に２の（３）でかんたんにふれたような階層化した コソ

ピュータ産業の構造を念頭において，現在のＩ　ＢＭ杜の製品 ＝事業の布陣を図

示してみると，図３のとおりである 。

　これによっ てあきらかなように，現在のＩ　ＢＭ杜の コソピ ュータ事業は汎用

コソピ ュータ事業からバーソナノレ ・コソピ ュータ事業に至るまで，種々のレベ

　　　　　　　　　　図３　Ｉ　ＢＭ杜 コソピ ュータ事業の構造

汎用コンピュータ
　（メインフレーム）

ミニ ・コンピュータ

Ｄ　 Ｄ　Ｐシステム

スモール ・ビジネス

・コンピュータ

ワード ・プロセッサ

Ｏ　ＥＭ製品

５２８０ ８１００

　ｓ／２３

ａｔ６Ｍａｓｔ町
ｓ／３４ ｓ／３８

Ｍｅｍ岬
ｙｐ８ｗｒｉｔ８ｒ

５５２０

ターミナル，プリンタ

ニ・ コンピュータ

ハーソナルコン１一一タ 匡堅コ

　　　　　１ ，ＯＯＯドル　　　１万ドル　　　１０万ドル　　　１００万ドル　　１ ，ＯＯＯ万ドル

（出所）（株）モースト ・アンド ・モア『Ｉ　ＢＭ企業分析 ・１９８２年度版』１９８２年，ユ８ぺ一ジ図１－１よ

　　り作成。

（６００）
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ルの事業から成り立っている 。

　これらの種々のレベノレの コソピュータ事業，とりわけ汎用 コソピ ュータ ，ミ

ニ・ コソピ ュータ ，スモーノレ ・ビジネス ・コソピ ュータ（オフィス ・コソピュー

タ）およびパーソナノレ ・コソピ ュータ（デ ィスク ・トッ プ・ コソピュータ）のそれぞ

れの事業についてＩ　ＢＭ杜が現在市場で占めている地位は，先に表６で示して

おいたとおりである。それらの表で端的に示されていたように，Ｉ　ＢＭ杜は
，

一方で伝統的な汎用 コソピ ュータ市場ではその６２％を支配する隔絶したリー

ダーとしての地位を保持しているが，他方新生のミニ ・コンピ ュータ ，スモー

ル・ ビジネス ・コ：／ピ ュータ ，バーソナル ・コソピ ュータなどの小型 コソピ ュ

ータ市場ではいまだ後発企業としてのハンディキャッ プを克服しえておらず，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
まだ小さなシ ェァを占めるにとどまっ ている 。

　このことからもあきらかなように，Ｉ　ＢＭ杜の コソピ ュータ事業の中心をな

しているのは，汎用 コソピ ュータ事業である。ここで，このＩ　ＢＭ杜の汎用 コ

ソピ ュータ事業についてもう少し具体的にみておくと ，現在販売されているそ

の製品ライソは表１０のとおりである。これを コソピ ュータ ・エージ杜ｒコソピ

ュートピア』誌の「コソピ ュータ ・システム 設置状況調査」の基準にしたが っ

て区分してみると ，現在のＩ　ＢＭ杜の汎用 コソピ ュータ事業は，超大型 コソピ

ュータ（１０億円以上）では３０８１と３０３３－Ｕ， 大型 コソピ ュータ（５～１０億円）では

３０３３－Ｓと３０３３－ Ｎ， 中型 コソピ ュータ（２～５億円）では４３４１，小型 コソピ ュ

ータ（３０００万～２億円）では４３３１．４３２１，Ｓｙｓｔｅ皿３８および８１００庸報 システム ，

などの製品ライソから構成されていることがわかる（なお，１９８３年から出荷され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
る３０８３は３０３３を引き継いでいくものと考えられる）。

　ところで，つぎの（３）でみるように汎用 コソピ ュータ事業のもっとも重要な特

徴をなしているのは，その大きな部分がレソタルないしリースという特殊な販

売方式を採用しており ，この場合には，その期ごとの販売量そのものではなく ，

そのようたフ肩一の累積値である，ストックとしてのレソタノレたいしリース資

産の観模がその基本的た競争条件とな っていることである。このような視点か

らみてみると ，現在Ｉ　ＢＭ杜の競争条件とな っているレソタルたいしリース資

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０１）



４６ 立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

表１０　Ｉ　ＢＭ杜の汎用 コソ

製品名
項　目

８１３０ ８１４０

Ｓｙｓｔｅｍ／３８

ｏｄｅ１３

Ｓｙｓｔｅｍ／３８

ｏｄｅ１４

相対バフオープソス １２ ２０ ７ １３

Ｍ　 Ｉ　 Ｐ　 Ｓ Ｏ． ２
Ｏ． ３６ ０． １１ ０． ２

主メモリー容量
最小一最大）

７６８Ｋ＿１Ｍ ７６８Ｋ＿２Ｍ ７６８Ｋ＿２Ｍ ７６８Ｋ＿２Ｍ

貝取価格メモリー容量）

＄３４，２８５

５１２Ｋ）

＄７４，７７０

（１Ｍ）

＄６１ ，５７０

７６８Ｋ）

＄７７，１７０

７６８Ｋ）

リース価格（／月）

契約年数）
＄１ ，１０２

２Ｙｅａｒ）

＄２，６００

２Ｙｅａｒ）

＄１ ，７１７

２Ｙｅａｒ）

＄２，２３０

２Ｙｅａｒ）

マシソ ・サイクル ・タイム
ナ　 ノ　秒）

１， ５００ ８００
　　　６００
Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

　　　６００
Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

製品名
項　目

４３４１－１ ４３４１－１０ ４３４１－１１ ４３４１－２

相対バフォーマソス ４０ ３４ ５０ ６６

Ｍ　 Ｉ　 Ｐ　 Ｓ ０． ７２ ０． ６４ Ｏ． ８８ １． １

主メモリー容量
（最小　　最大）

２Ｍ＿４Ｍ ２Ｍ＿４Ｍ ４Ｍ＿８Ｍ ２Ｍ＿１６Ｍ

買取価格メモリー容量）

＄２５６ ，４００

　（４Ｍ）

＄１７８，０００

　（２Ｍ）

＄２７５ ，０００

　（２Ｍ）

＄３９０，０００

　（４Ｍ）

リース価格（／月）

契約年数）
＄９ ，２３０

２Ｙｅａｒ）

＄７，２８５

２Ｙｅａｒ）

＄１０，３４０

２Ｙｅａｒ）

＄１３ ，４２０

２Ｙｅａｒ）

マシソ ・サイクル ・タイム
ナ　 ノ　秒）

１５０－３００ １５０－２００ １２０－２４０ １２０－２４０

製品名
項　目

３０８３＿Ｅ ３０８３＿Ｂ ３０８３－Ｊ
　３０８１

ｏｄｅ１Ｄ

　３０８１

ｏｄｅ１Ｋ

相対パフォーマソス １８５ ２７７ ３７０ ４６５ ６７５

Ｍ　 Ｉ　 Ｐ　 Ｓ ３． １
５．

７ ７． ９ １０ １３ ．８

主メモリー容量
最小一最大）

８Ｍ＿１６Ｍ ８Ｍ＿３２Ｍ ８Ｍ＿３２Ｍ １６Ｍ＿３２Ｍ １６Ｍ＿３２Ｍ

買取価格メモリー 容量）

＄１ ，２００ ，Ｏ００

　　（８Ｍ）

＄２，０２０，０００

　（１６Ｍ）

＄３，０２０，０００

　（３２Ｍ）

＄３，７２０ ，０００

　（１６Ｍ）

＄４，３２０ ，０００

　（１６Ｍ）

リース価格（／月）

契約年数）
＄３７，４００

４Ｙｅａｒ）

＄６５ ，４６０

４Ｙｅａｒ）

＄９５ ，９８０

４Ｙｅａｒ）

＄１００，４４０

４Ｙｅａｒ）

＄１２４，Ｏ００

４Ｙｅａｒ）

マシソ ・サイクノレ ・タイム

ナ　 ノ　秒）
２６ ２６ ２６ ２６ ２６

（注）０相対パフオーマンスはインターナショ ナル ・データ社（Ｉ口ｔｅｍａｔｉｏｎａ１ＤａｔａＣｏｒｐ．）が開発した指標

　　　　システムを拡張したもので，基準はＩＢＭ３７０／１５８－３を４５としている 。

　　　◎　４３４１シリー ズには，さらに４３４１－９．４３４１－１２の２ラインが導入されることにな っている（『週刊 ・コ

　　　　ンピューター一ワー ルド ・ジヤパンｊ１９８２年１ユ月８日 ，ユ６ぺ一ジ）。

（出所）　ｒ週刊 ・コンピューターワー ルド ・ジヤパン』１９８２年２月２２目号，ユＯぺ一ジ，１９８２年８月２３日号，ユ２ぺ

　　　 一ジより作成 。

産は，表１１に示されているような製品ライソから成り立っている。これらの資

産が全世界で現在どの程度の揚模で累積しているかは知りえないが，さしあた

り日本だけについていえは，表１１の右欄のとおりである（前掲図１　本誌，第

３１巻第４号，８２～８３ぺ一ジーを参照されたい）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本） ４７

ピュータ製品ライソ（１９８２年）

Ｓｙｓｔｅｍ／３８

ｌｏｄｅ１５

Ｓｙｓｔｅｍ／３８

ｏｄｅ１７
４３２１ ４３３１－１ ４３３１－１１ ４３３１－２

１６ ３２ １１ １１ １８ ２２

０． ２４ Ｏ． ５２ Ｏ． １９ ０． ２０ ０． ２６ ０． ３８

７６８Ｋ＿２Ｍ ２Ｍｌ＿４Ｍ １Ｍｌ ７６８Ｋ＿１Ｍ １Ｍ＿２Ｍ ２Ｍ＿８Ｍ

＄１８８，６２０

（７６８Ｋ）

＄１６１０００
　　（乞Ｍ）

＄８ｏ ，ＯＯＯ

　（１Ｍ）

＄７９０６０
　（ｉＭ）

＄１０９ ，６５０

　（１Ｍ）

＄１２５ ，ＯＯＯ

　（１Ｍ）

＄５ ，５０５

２Ｙｅａｒ）

＄６ ，１００

２Ｙｅａｒ）
Ｎｏｎｅ

＄２，２４５

２Ｙｅａｒ）

　＄４，１５５

２Ｙｅａｒ）

　＄４，９４５

２Ｙｅａｒ）

　　　　６００

Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

　　　　４００

Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

　　　　９００

Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

　　　　９００

Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

　　　　９００

Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

　　　　９００
Ｐｅｒ４Ｂｙｔｅｓ）

３０３３Ｓ ３０３３Ｎ ３０３３Ｕ ３０３３－ Ａ ３０３３－ｌＭ

１３２ ２１０ ２３７ ４０５ ４０５

２． ３ ４． ６ ５．
Ｏ ９ ９

４Ｍｌ＿１６Ｍ ４Ｍ１－１６Ｍ ４Ｍｌ＿２４Ｍ ４Ｍｌ＿２４Ｍ ４Ｍ＿３２Ｍ

＄９９０ ，０００

　（４Ｍ）

＄１ ，５０５ ，ＯＯＯ

　　（８Ｍ）

＄１ ，９６８ ，ＯＯＯ

　　（４Ｍ）

＄１０，４２６ ，５００

　　（１６Ｍ）

＄４ ，１５８，Ｏ００

　　（１６Ｍ）

＄５９ ，ＯＯＯ

４Ｙｅａｒ）

＄７９ ，１４０

４Ｙｅａｒ）

＄９２，８１０

４Ｙｅａｒ）

＄１３１ ，５９０

４Ｙｅａｒ）

＄４０，ＯＯＯ

４Ｙｅａｒ）

５７ ５７ ５７ ・・ 　１　 ・・

４）本稿２の（３）（本誌，第３１巻第４号掲載）でふれたように ，Ｉ　ＢＭ杜は１９８１年８

　月 ，バーソナル ・コソピュータ　　「ザ ・Ｉ　ＢＭｌ・ ハーソナノレ　コソピュータ」

　　　を発表したが，この結果，１９８２年のパーソナノレ ・コソピュータの売り上げで

　は，Ｉ　ＢＭ杜は急成長を示し，コモドール ・イソターナショ ナル杜，ヒュレットー

　パッ カード杜をおさえ ，タソ ディ 杜， アッ プノレ ・コソピュータ杜と並ぶ「御三家」

　の仲間入りをするであろうと伝えられている（『週刊 ・コソピューターワーノレド ・

　ジヤパソ』１９８２年８月３０目号 ，１６ぺ一ジ。原資料はＷ舳乃〆尾丁伽８ｓ，Ａｕｇ．１
．

　１９８２ ．）

５）　『コソピュートピア』１９８３年１月号 ，８８～８９ぺ一ジ 。

　（３）　 コンピ ュータ事業の販冗方式　　 レソタル方式 ・リース 方式

　さて，コソピ ュータ事業，とりわけ汎用 コソピ ュータ事業の展開を理解する

上で不可欠の問題は，コソピ ュータ事業における販売方式の問題である 。

　一般的にいえぱ，コソピ ュータ事業の販売方式には３つの形態が存在してい

る。 すなわち，売り切り ，リースおよびレソタノレの３つの方式である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）



４８

表１１

　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

Ｉ　ＢＭ杜の汎用 コソピュータ設置製品ライソ（１９８２年）

製品ライソ 初出荷年
日本におげる

設置台数
超大型 コソピュータ（１０億円以上）

３０８１－ Ｄ

３０３３－Ｕ

３０３２

３７０－１６８

１９８１

１９７８

１９７８

１９７３

５５

９５

３９

３３

大型 コソピュータ（５～１０億円）

３０３３－ Ｎ

３０３３－Ｓ

３０３１

３７０－１５８

３７０－１５５

３６０－６５

１９８０

１９８１

１９７８

１９７３

１９７１

１９６５

２２

　７

１１０

９６

　２

　５

中型 コソピュータ（２～５億円）

４３４１－２

４３４１－１

３７０－１４８

３７０－１３８

３７０－１４５

３７０－１３５

３６０－５０

３６０－４０

１９８１

１９８０

１９７７

１９７７

１９７２

１９７２

１９６５

１９６５

４４

２０１

２８

５８

１０

１３

　２

　５

小型 コソピュータ（３，ＯＯＯ万～２億円）

４３３１－２

４３３１－１

３７０－１２５

３７０－１１５

３６０－２０

Ｓ／３８

ｓ／３－１５

Ｓ／３－１２

Ｓ／３－１０

ｓ／３－８

１９８０

１９７９

１９７３

１９７４

１９６６

１９８０

１９７４

１９７６

１９７０

１９７５

３９

１９７

２５

３０

１０

１７５

３５

３０

４８

１５

（注）０　この統計は，『コンピュートピア』誌の「コンピュータ ・システム

　　　　設置状況調査」によるが，通産省の「電子計算機納入下取調査」の調
　　　　査対象と対比してみると ，本調査の対象は前者の中型以上ぐらいの範
　　　　囲（小型の上位一部を含む）に相当する 。本稿２の（３）の注１７）（本誌

，

　　　　第３１巻第４号，９１ぺ一ジ）を参照。

　　　　　前掲表１０の中の３０８１－ Ｋ， ３０８３は本表では現われていないが，これ

　　　　らの出荷が，前者が１９８２年９月 ，後者が１９８３年３月以降だからである 。

（出所）　［コンピュートビア』１９８３年１月号，８８～９１ぺ一ジより作成。

　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　Ｂｌ〉［杜の組織変革（２〕（坂本）　　　　　　　　　　　　　４９

　これらの方式のうちで，すでに　般に コソピ ュータといえはレソタル，レン

タルといえは コソピ ュータが想起されるほとに，コソピ ュータ事業ではレンタ

ル方式が重要な働きをしてきた。そして，Ｉ　ＢＭ杜の現在があるのは，まさに

この販冗方式のメリット（後述）を十二分に利用したことによるものであ った 。

　これに対して，１９７０年代以降，すでにのべたような コソピ ュータ産業の内容

の多様化，すたわち汎用 コソピ ュータ産業に対して小型 コソピ ュータ産業が発

展してくるとともに，リース方式，さらには売り切り方式が広く導入されるよ

うにた ってきた。リース方式や売り切り方式はもちろんまず小型 コソピ ュータ

について広く導入されるようにな ったものであるが（バーソナノレ ．コソピュ＿タの

場合には売り切りが普通である），このような方式は汎用 コソピ ュータについても

かなり導入されるようにな ってきている。こうして，現在，コソピ ュータ事業

の販冗方式は１９６０年代までとはちが って実質的に多様な形態をとるようにな っ

てきているわげである。ここで，参考までに，現在の目本で設置されているコ

ソピ ュータがどのような形態で販売されているかをｒ週刊 ・コソピ ューターワ

ーノレド ・ジャバソ』誌の「コソピ ューターおよび関連機器入手形態別実態調査」

　　　　　　　　図４　わが国におげるコソピ ュータの入手形態

汎用コンピュータ

ミニ ・コンピュータ

レンタル リース
買い
取り

５． ４ ４． ５

３５ ．３ Ｌ ２１ ．３ Ｍ ２０ ．４ １２ ．７

ｕＰ

ＭＲ Ｒ ＪＲ Ｌ ＬＬ ＭＰ

ｏ．

７． ４

Ｍ Ｌ Ｊ Ｍ ４４ ．４ ２５ ．９

Ｒ Ｒ Ｒ Ｌ ＬＬ ＭＰ

７． ４　７ ．４ ７． ４
ＬＰ

ＪＲ１ ．９ ＭＬ１ ．９ Ｏ．

１５ ．０ ６１ ．７ １３ ．１

ｕＰ

Ｌ
ＬＬ ＭＰ

Ｏ．

ＭＲ Ｒ

４． ７

０５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｕＰ
オフィス ・コンピュータ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０９

　　　　　　　　　　　　４
．７

　（注）ＭＲ；メーカ自社レンタル，ＬＲ昌リース会杜レンタル，ＪＲ昌工ＥＣＣレンタル
，

　　　ＭＬ３メーカ自杜リース，ＬＬ目リース会杜リース，ＭＰ昌メーカからの買い

　　　取り ，ＬＰ目リース会社からの買い取り ，ＵＰ昌ユーザからの買い取り 。

（出所）　ｒ週刊 ・コンピューターワー ルド ・ジヤパン』ユ９８２年ユ２月１３日号，１３ぺ 一ジ

　　　図１より作成。

　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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（１９８２年１０月調査）によって示してみると ，図４のとおりである。この調査によ

れぽ，汎用 コソピ ュータの場合には現在 レソタルが６２劣を占めているのに対し

て， リースが２５％，売り切りが１３％近くを占めることにな っている。他方，ミ

ニ・ コソピ ュータやオフィス ・コソピ ュータの場合には，上にのべたようにリ

ースや売り切りがはるかに大きな割合を占めるようにた っている 。

　こうして，コソピ ュータ事業では１９７０年代以降，その販冗方式はレソタル方

式だげではたく ，リースや売り切り方式たどに多様化してきている。Ｌかしそ

れにもかかわらず，一貫して コソピ ュータ事業の販売方式の重要な特徴をたし

ているのは，レソタル方式やリース方式という ，売り切り方式とは質を異にす

る販冗方式が採用されていることである。いうまでもたくこれら２つの販冗方

式は，ユーザが対象物件（設備財）を自已の資産として所有することなく ，占

有によって使用し，その対価を物件の所有者に支払うという賃貸借契約をべ一

スとする取引であり ，この点で普通の売買（譲渡）取引（コソピュータ事業の売り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
切り方式）とは本質的に異た ったものである（このようなレソタルやリース方式の

特質からすると ，これらを虹亮方式の捗態と口乎ぶのは経済学的には正しくたいが，ここ

では販冗方式ということぱを取引方式と広く理解して使っている）。

　さて，Ｉ　ＢＭ杜は，このようた レソタルとリース，とりわげ レソタル方式の

仕組みの特質を利用して汎用 コソピ ュータ事業におげる現在の隔絶した地位を

築き，またそれを維持している。では，レソタノレ’１ないしリース方式のどのよう

た機能がＩ　ＢＭ杜 コソピ ュータ事業の支配力を生み出しているのであろうか 。

つぎに，このようたレソタル／リース方式の市場支配力維持機能についてみて

みると，この点ではまず第１に，レソタノレ／リース方式による事業の場合には

生産がすたわち設備投資を意味するという特殊た条件の存在が指摘されたげれ

ぱたらたい。すたわち，このようた事業の場合には，生産の結果が直接的に販

売の対象となるわけではたく ，生産はあくまでも販売対象としての機能をつく

り出すための設備の内製活動であるということである。いうまでもたくこのこ

とは，このようたレソタル／リース方式による事業の場合には，レソタノレ／リー

ス設備の製造設備だげではなく ，レソタル／リース設備そのものが当該企業の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０６）
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固定資本として機能することを意味している。そしてこのような固定資本の回

収がレソタノレ／リース収入によっ て徐々に実現されていくことになる。したが

って，このことは，必然的に必要固定資本額の巨大化と使用総資本回転率の低

下を引き起すことにたり ，これによっ て高い参入障壁が形成されることになる

わけである 。

　しかし，レソタル／リース方式の市場支配力維持機能としてさらに重要な点

は， この方式による事業の場合には，その期ごとの生産 ・販売というフローそ

のものではなく ，そのようなフローの累積値であるレソタノレ／リース資産揚模 ，

すたわちストックが基本的な競争条件とな っているという点である。このこと

は， いいかえれば，通常の売り渡し方式による場合とはちが って，レソタノレ／

リース方式の場合には，時間が重要な競争条件とな っているということを意味

しており ，したが ってこれによって支配企業はその収益カと市場支配力を累積

的に高めることができるということである 。

　すなわち，通常の売り渡し方式では，いうまでもなく収入（売上高）は生産局

と価格によって決まる。しかし，レソタル／リース方式の場合には収入（レソタ

ル／リース収入）はその期の生産高で決まるわけではない。むしろその期の生

産高はレソタル資産（固定資本）の付加を意味するのであ って，レソタノレ／リー

ス収入とはたらない。これに対して，レソタノレ／リース 収入は，期首（前期末）

のレソタノレ／リース資産残高とレソタノレ／リース料率によっ て決まることになる 。

したが って，レソタノレ／リース 方式の下では，前期までの生産高の総和が今期

の収入を決定することになるわけである 。

　ところで，このように前期までの生産高の総和が今期の収入を決定するとい

うことは，フローである今期の生産局が変動し，減少することがあ っても ，ス

トックは確実に増大し，次期の収入を増大させることができるのであり ，もし

生産高がゼロとた っても収入を維持することができるということを意味してい

る。 したが って，レソタノレ／リース 方式の下では，一たん支配的な地位を確保

した企業はその収入の安定性と成長性の点で決定的に有利な条件を確保するこ

とができるのであり ，その支配力を累積的に高めることができるということが

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）
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できる。これに対して，新規参入企業にとっ ては，かりにフロー すなわち当

期の生産高で支配企業に追いついたとしても，ストックでは容易に追いつきえ

たいのであり ，ストックでも追い越そうとすれば，支配企業をはるかに上回る

生産を続げる必要があるが，この場合にもそれに至るまでの収入において支配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
企業に対する不利を免れられたいわけである 。

　以上，レソタル１リース方式のもつ，支配企業にとっ ての市場支配力維持機

能についてみてみたが，Ｉ　ＢＭ杜の汎用 コソピ ュータ事業が現在もっている隔

絶した地位は，まさに以上のようたレソタル／リース方式のもつ支配力維持機

能を利用して築かれ，緯持されているのであり ，またそのようなケースのもっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
とも典型的なケースであるとい ってよいであろう 。

　　６）　目本電子計算機株式会杜ｒＪＥＣＣコソピュータ ・ノート』１９８２年版 ，１９８２年
，

　　　３９８ぺ一ジ 。

　　７）　 レソタノレ／リース方式のもつ市場支配力維持機能については，目本興業銀行調

　　　査部「電子計算機産業の競争条件に関する一考察」ｒ興銀 ・調査月報』第１４６号
，

　　　１９６８年１１月 ，３２～３５ぺ一ジによる 。なお，同上論文ではもっ ぱらレソタル方式に

　　　かかわる市場支配力緯持機能が説かれているが，そこで説かれている限りでは ，

　　　リース方式についても基本的に同じことがいえると思われる 。

　　８）以上，本文では，レソタル方式とリース方式の共通性をべ一スにしてそれらの

　　　市場支配力維持機能についてのべてきたが，いくつかの点でレソタルはリースと

　　　は異たる特徴をもっ ている 。

　　　　そのまず第１は，レソタノレの場合，賃貸借の対象とするものが物件，すなわち

　　　設備そのものではたく ，設傭が有する機能であるという点をより明確にもっ てい

　　　るという点である。すなわち ，機能の提供一利用がその設備の賃貸借者問で行わ

　　　れるという点が レソタル契約の根幹をなしている 。このことから ，レソタルの場

　　　合には必然的に，賃貸者が¢設備＝ハートウェ アとソフトウェ アの提供だげでは

　　　たく ，＠設備の保守，　賃借者一ユーザヘの教育，＠導入準備の援助，＠保険

　　　料，税金の支払い，たど，機能緯持に必要た一切の義務を負うことにた ってい

　　　る。この点で，レソタルは，一般に金融的な目的で行われるリース ，すたわち特

　　　定の設備の購入資金を貸し付げる代りに，ユーザに代 ってその設傭を購入Ｌて一

　　　定期間賃貸し，設備の維持 ・管理費用はユーザが負担するリースの場合とは異た

　　　 っている（ただし，リースには上のようた ，いわゆるファイナソス ・リースとは

　　　別に，設備の使用に重点をおいた，オペレーティソグ ・リースがある。これは ，

　　　 レソタノレと類似の性格をもっ ており ，コソピュータ事業におげるリースというの
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は， このようなオペレーティソグ ・リースに近いものである）。

　レソタノレがリー 刈こ対してもつ特徴の第２は，レソタノレの場合，契約期問は設

備の経済的な耐用年数に比較して短いのが普通で，期問の定めがない場合もある

（いつでも解約自由）という点である 。Ｉ　ＢＭ杜の コソピュータ ・レソタルの場

合には，拘束期間は１年で，１年経過後は３ケ月の予告期間をおいていつでも解

約できることにな っている 。これに対して ，リースの場合には，一般に設備の経

済的な耐用年数との関連で契約期問が決められ，契約期間中に設備の取得価格と

リースにともなう諸費用を回収し ，かつ一定の利益をあげることがめざされる 。

したが って ，リースの場合には，契約期問は比較的に長くなるのが普通である 。

　レソタノレの特徴の第３は，この場合には，レソタ ノレ料は契約期間が長くた って

も変らない（解約したい限りいつまでも当初契約したレソタノレ料を支払い続げな

げれぱたらない）という点である 。この点は，リースの場合には，リース 料は同

じ設備であ っても契約期問の長さによっ て異なるのとは，異なる点である 。この

点のちがいは，第２の点からおのずから導かれるちがいである 。

　（以上，目本興業銀行調査部，上掲論文 ，３２ぺ一ジ ，目本電子計算機株式会杜 ，

上掲書，３９８～３９９ぺ一ジによる
。）

　（４）事業の世界的構造

以上では，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造をもっ ぱら事業分野の視点からみてみたが ，

Ｉ　ＢＭ杜は以上のような コソピ ュータ事業を中核とした事業構造を本拠地であ

るアメリカにおいてだげではなく ，世界的な レベルで展開している 。

　ここで，営業拠点の所在国，製造所，研究所，サイエソティフィッ ク・ セソ

表１２　Ｉ　ＢＭ杜事業の世界的構造（ユ９８１年）

ヨーロツパ／ 南北アメリカ／

全　　体 アメリカ国内 中東／アフ 極東／オース
リカ／Ａ〕 トラリア（Ｂ）

営業拠点所在国
１２６ １ ８０ ４５

研　　　　究　　　　所
２９（３） ２１（２） ６（１） ２

製　　　造　　　所
４１ １８ １４ ９

サイニソティフィック ・セソタ
１１ ３ ６ ２

従　　業　　員（人）
３５４ ，９３６ 約２０６ ，５００ 約１０３ ，５００ 約４５，ＯＯＯ

（注）０　研究所の（）内は基礎研究所（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ＬａｂＯｒａｔＯｒｙ）で内数 。

　　＠　従業員の全体数はＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル舳ｏＺ地クｏ〃，１９８１による数字 。

　　＠　本文〔２〕で説明するように，阻）はＩ　ＢＭワー ルド ・トレード ・エマ 杜一Ｂ〕はＩ　ＢＭワー ルド ・トレー

　　　ド ・アフィ 社の管理地域である 。

（出所）　日本アイ ・ビー・ エム株式会社『資料と情報 ・Ｉ　ＢＭ』ユ９８１年，より作成 。
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タ， および従業員数などの指標によっ て， Ｉ　ＢＭ杜がどのような世界的規模で

の事業展開を行っているかを示してみると ，表１２のとおりである 。

　表に示されているように，Ｉ　ＢＭ杜はアメリカ以外に１２５ヶ国，すなわち地

球上のほとんどすべての国 々に営業拠点をもっ て活動していると同時に，その

製造活動をアメリカ以外の１４ケ国 ・２３の製造所で，また研究活動を８ケ国 ・８

つの研究所で展開している。従業員数についていえば，Ｉ　ＢＭ杜総従業者数３５

万５，０００名のうちの１４万８，５００名，すなわち４２％がアメリヵ以外の諸国で活動し

ている。ここには，典型的な多国籍企業としてのＩ　ＢＭ杜の姿が端的に示され

ている 。

　　　　図５　Ｉ　ＢＭ杜の汎用 コンピ ュータ世界市場におげる位置（１９８０年１２月末現在）

　　　　　　〈台数比＞

その他　　　　その他
日本メーカ　　１３ ，４４９

　日本電気
　３ ，５５０

　（２２％）

富士通
６， ５６３

（４ ．０％）

ＮＣＲ

６， ９８９

（４ ．２％）

１ＣＬ

７， １３７

（４ ．３％）

Ｓｐｅｒｒｙ

７， ５１７

（４ ．６％）

　　　　　　　　〈金額比＞

　富士通　　ＣＤＣ

　３．４２４　　　　３ ，１１７

　　（２．５％）　（２ ．３％）

ｌＣＬ

３， ６５１

（２ ．７％）

Ｂｕｒｒｏ軸ｓ
５， ８９９

（４ ．３％）

Ｓｐｅｒｒｙ

８， 】３１

（５ ・９％）（６７％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソ連および
　　

８・ ５８８　　　　　　　東欧系メーカ　　　東欧系メ＿カ　　（金額単位：、００万ドル）

　　
（５

・２％）　　 １９ ．７０５ 　　 １０ ，９４７

　　　　　　　　　　　（１２．Ｏ％）　　　（８ ．１％）

　　　設置台数合計　１６４，８９０台　　　　　　　　設置金額合計　１ ，３６６億８ ，０００万ドル

（注）０　この統計は，アメリカの調査会杜インターナショ ナル ・デ ータ社（Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｄａｔａ

　　　Ｃｏｒｐ．）の調査によるものであり ，調査対象とな っているのは，同杜が「汎用 コソピュ

　　　ータ」と規定しているものである。わが国通産省の「電子計算機納入下取調査」の調査

　　　対象と対比してみると ，後者の場合の超小型および小型の下位部分がこの統計の対象か

　　　らはずされている。本稿２の（３）の注７）（本誌，第３１巻第４号，９１ぺ一ジ）を参照。

　　　　Ｉ　ＢＭ社の設置金額には，プラグ　コンパチブル　メーカ製の中央処理装置に接続さ

　　　れたＩ　ＢＭ社製周辺機器の分が含まれてい乱
　　＠　ＨＩＳ呂Ｈｏｎｅｙｗｅ１１Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ ，ｈｃ．（アメリカ）

　　　ＣＤＣ＝Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ■．（アメリカ）

　　　ＩＣＬ昌ＩＣＬＰｕｂ１ｉｃＬｉｍｉｔｅｄＣｏ．（イギリス）

（出所）　日本情報処理開発協会『世界 コンピュータ年鑑』１９８２年版，１９８２年，１９２ぺ一ジより作成。

　　　　　　　　　　　　　　（６１０）
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表１３　Ｉ　ＢＭ杜の主要国別汎用 コンピ ュータ市場シ ェアー覧（１９８０年ユ２月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位 ：１００万ド ノレ）

国　　　　名

ア　　メ　　リ　　カ

西　　ド　イ　　ソ
フ　　ラ　　ソ　　ス

イ　　ギ　　リ　　ス

アイルラソ　ド
ノ　 ノレ　ウ　 ェ　ー

スウェーデ ソ

フィ 　ソラソ　ド
デ　ソ　マ　ー　ク
オ　　ラ　　ソ 　　ダ

ベ　　ル　　ギ　　ー

ルクセソブ ノレグ

ス　　　イ　　　ス
オース　ト　リ　ア
イ　　タ　　リ　　ア

ギ　　リ　 シ　 ャ

ス　　ペ　　イ　　ソ

ポルトガノレ
その他酉欧諾国
西欧諸国合計
中　東　諸　国
南　ア　フ　リ　カ

アフリ　カ諸国
カ　　　ナ　　　ダ

目　　　　　本
東南アジア／オセアニア

メ　　キ　　シ　　コ

カリブ海諸国
ブ　　ラ　　ジ　　ノレ

ラテソ ・アメリカ諸国

オーストラリア
ソ　　　　　　連
ユーゴスラビア
東　欧　諸　国
アメリカ以外全体

世　界　全　体

Ｉ　ＢＭ杜の占める比率（％）

設置台数

　６２，９

　５４，３

　３２，７

　３０，０

　３４，７

　４８，７

　４７，７

　４５ ，４

　４４ ，７

　４６ ，４

　５０，５

　３８ ，５

　４４，９

　５２，６

　５５ ，２

　３９ ，６

　５４，６

　６０，４

　６２，２

　４２ ，８

　６２ ，３

　４１ ，３

　５５ ，６

　６０ ，６

　１７，２

　５６ ，７

　６６ ，３

　６３ ，１

　６８ ，５

　６７，９

　３２，７

　４２．７

　７
，４

　３１，４

　４２．２

設置金額

　７０ ，２

　６３ ，９

　５６ ，９

　４４，３

　４９ ，２

　６２，５

　６２，０

　５７，８

　６２，４

　５６ ，９

　６５ ，５

　３５ ，２

　６０，８

　７０，２

　６８，２

　５１ ，１

　６１ ，７

　５８ ，０

　８７，５

　５８，７

　６１ ，２

　５０，７

　６６ ，５

　６４ ，１

　２８，９

　５９ ，５

　６２ ，７

　６０ ，１

　６９ ，７

　７０ ，８

　３９ ，８

　３９ ．３

　７
，６

　４４，６

　５５ ．５

総　　　数
設置台数１

５６ ．５１５

１０ ．３８５

１２ ．６２６

７． ８５２

　３２３

　５１９
１． １２４

　４７１

　８７８
２． ０４７

１． １８７

　５２
１． ６５９

　７４１
４． １３２

　１６４
１． ６０４

　１５１

　　６１

４５ ．９７６

　７６５
１． １２９

　５０５

３． ５８９

２４ ．３１１

２． ６７５

１． １７４

　４３６
２． ４８２

１． ３６１

２． ３５６

１６ ．７１０

１． １３４

３． ７７２

１０８ ．３７５

１６４ ，８９０

設置金額

５８ ．１６５

　１０，Ｏ０２

　８．３１７

　６．９１５

　　１６５

　　５４４

　１ ．２２８

　　４１５

　　８９４

　１ ．７１０

　　９９３

　　５４

　１ ．４９０

　　６３６

　３ ．７７４

　　８８

　１ ．２９８

　　１０５

　　４８
　３８．６７６

　　５９６

　　８９４

　　２７５

　３．９１８

　１５．６３５

　１ ．７４２

　　５２６

　　１８３

　１ ．５６９

　　８３０

　１ ．７８７

　９ ．１８９

　　６１０

　２．０８５

　７８．５１５

１３６ ，６８０

（注）　この統計の性格については，図５の（注）を参照 。

（出所）　目本情報処理開発協会『世界 コンピュータ年鑑』１９８２年版，１７４～１９３ぺ一ジより作成 。
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　つぎに，事業構造の中核であるコソピ ュータ事業，そのうちでもとくに．汎用

コソピ ュータ事業について，具体的にＩ　ＢＭ杜が世界市場でいかに支配的な地

位を占めているかをみてみると ，図５のとおりである。さらに，主要国別にＩ

ＢＭ杜の汎用 コソピ ュータ市場におげるシ ェアを示してみると ，表１３のとおり

である 。

　これらの図と表からあきらかたように，Ｉ　ＢＭ杜は現在，汎用 コソピ ュータ

については，アメリカ国内市場では設置台数で６３％，設置金額で７０％を占める

と同時に，アメリカ以外の世界市場では設置台数で３１％，設置金額で４５％を占

め， アメリカを含む全世界市場でみてみると ，設置台数で４２劣，設置金額で
５５．５％を占めることにな っている。こうして，Ｉ　ＢＭ杜は コソピ ュータ市場の

基軸である汎用 コソピ ュータ市場では世界的な規模で隔絶した地位を占めるこ

とにな っているわげである 。

　以上のように典型的な多国籍企業としての事業構造をもつＩ　ＢＭ杜をさらに

数量的に，売上高および純利益の構造の側面からみてみる 。表１４は，Ｉ　ＢＭ杜

におげるアメリカ国内と国外のそれぞれの売上高と純利益，および売上高純利

益率の推移を示したものである 。

　これによってわかることは，まず第１に，１９６０年代から１９７０年前半にかげて
，

Ｉ　ＢＭ杜の事業構造の中で国外での事業の比重が急速に高まり ，１９６０年には売

上高で２０５劣，純利益で２３９％を占めるにとどまっ ていた国外事業が，１９７０年

にはまず純利益で５０％を越え，さらに１９７５年には売上高で５０％を越えることに

なっ たということである 。１９７０年代には，Ｉ　ＢＭ杜では，国外事業が国内事業

とほ凄同等の比重をもつものに成長したわけである 。

　しかし，表１３をみてもう１つ気がつくことは，売上高純利益率の推移をみて

みると ，国外事業のそれが１９６０年末から７０年代中ころにかけて１５～１７〃こまで

高まり ，国内事業のそれをかなり越える高率を実現することにな っていたので

あるが，１９７７年以降それが急に低下し始め，逆に国内事業のそれが国外事業の

それを上回るようにな っているという点である。ところで，この，国外事業の

売上高純利益率の低下およひ国内事業のそれとの逆転の時期は，それを コソピ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１２）
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表１４　Ｉ　ＢＭ杜のアメリカ国内 ・国外別経営実績推移（１９６０～１９８１年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

売　　　上　　　高 純　　　利　　　益 売上高純利益率（％）

年全体１国内１国外 鞘全体国内１国外 辮全体国内国外
１９６０　　　　１ ．８１７　　　１ ．４４５　　　　　３７２　　２０．５

１９６１　　　　２．２０２　　　１ ．７０４　　　　　４９８　　２２ ．６

１９６２　　　　２．５９１　　　１ ．９３８　　　　　６５３　　２５ ．２

１９６３　　　　２．８６３　　　２．０７５　　　　　７８８　　２７ ．５

１９６４　　　　３ ．２３９　　　２．３０６　　　　　９３３　　２８ ．８

１９６５　　　　３ ．５７３　　　２．４８７　　　１ ．０８６　　３０ ．４

１９６６　　　　４．２４８　　　２．９３０　　　１ ．３１８　　３１ ．０

１９６７　　　　５ ．３４５　　　３ ．７５５　　　１ ．５９０　　２９ ．７

１９６８　　　　６ ．８８９　　　４ ．８４９　　　２．０４０　　２９ ．６

！９６９　　　　７．１９７　　　４ ．７０１　　　２．４９６　　３４ ．７

１９７０　　　　７．５０４　　　４ ．５７１　　　２．９３３　　３９ ．１

１９７１　　　　８．２７４　　　４．８６５　　　３ ．４０９　　４１ ．２

１９７２　　　９ ．５３３　　５ ．３８１　　４．１５２　４３．６

１９７３　　　１０．９９３　　　５ ．８５０　　　５ ．１４３　　４６ ．８

１９７４　　　１２．６７５　　　６ ．７２８　　　５ ．９４７　　４６ ．９

１９７５　　１４．４３７　　７．１６６　　７．２７１　５０ ．４

１９７６　　　１６ ．３０４　　　８．１５０　　　８ ．１５４　　５０ ．０

１９７７　　１８．１３３　　９ ，Ｏ０８　　９ ．１２５　５０ ．３

１９７８　　　２１ ．０７６　　１０ ．０３６　　１１ ．０４０　　５２ ．４

１９７９　　２２．８６３　１０．６１９　１２．２４４　５３．６

１９８０　　　２６ ．２１３　　１２．４２６　　１３ ．７８７　　５２．６

１９８１　　　２９ ，０７０　　ユ５ ．０８８　　１３ ．９８２　　４８ ．１

　２０５

　２５４

　３０５

　３６４

　４３１

　４７７

　５２６

　６５１

　８７１

　９３４

１． ０１８

１． ０７９

１． ２７９

１， ５７５

ユ， ８３８

１． ９９０

２． ３９８

２． ７１９

３． １１１

３． ０１１

３． ５６２

３， ３０８

　１５６　　　　　４９　　２３，９　　１１ ，３　　１０ ，８　　１３ ．２

　１９０　　　　６４　２５ ，２　１１ ，５　１１ ，２　１２ ．９

　２１８　　　　　　８７　　２８ ，５　　１１ ，８　　１１ ，２　　１３ ．３

　２５９　　　　　１０５　　２８ ，８　　１２，７　　１２ ，５　　１３ ．３

　３０７　　　　　１２４　　２８ ，８　　１３ ，３　　！３ ，３　　１３ ．３

　３３３　　　　　１４４　　３０ ，２　　１３ ，３　　１３ ，４　　１３ ．３

　３５１　　　１７５　３３，３　１２，４　１２，０　１３ ．３

　４４１　　　　　２１０　　３２，３　　１２，２　　１１ ，７　　１３ ．２

　６００　　　　　２７１　　３１，１　　１２，６　　１２，４　　１３ ．３

　５３６　　　　３９８　　４２，６　　１３ ，０　　１１ ，４　　１５ ．９

　５０５　　　５１３　５０，４　１３，６　１１ ，０　１７．４

　５１０　　　　　５６９　　５２，７　　１３ ，０　　１０ ，５　　１６ ．７

　５９２　　　　６８７　　５３，７　　１３ ，４　　１１ ，０　　１６ ．６

　７２２　　　　　８５３　　５４，２　　１４ ，３　　１２，３　　１６ ．５

　９１８　　　　９２０　　５０，１　　１４ ，５　　１３ ，６　　１５ ．５

　８８４　　１ ．１０６　５５ ，６　１３，８　１２，３　１５ ．２

１， ０８０　　ユ ，３１８　５５ ，０　１４，７　１３ ，３　１６ ．２

１． ４９１　　　１ ．２２８　　４５ ，２　　！５ ，０　　１６ ，６　　１３ ．５

１． ５５１　　　１ ．５６０　　５０ ，１　　！４ ，８　　１５ ，５　　１４ ．１

１． ５８４　　　１ ．４２７　　４７，４　　１３ ，２　　１４ ，９　　１１ ．７

１． ６６０　　１ ．９０２　５３，４　１３ ，６　１３ ，４　１３ ．８

２． ０６９　　　１ ．２３９　　３７ ，５　　１１ ，４　　１３ ．７　　　８ ．９

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル舳ｏＺ地クｏ〃，および〃ｏｏ♂ヅ３〃〃ｓ〃０Ｚ〃０舳０Ｚの各年版より作成 。

ユータ産業の発展過程と関連づけてみると，すでにみたようにそれが小型 コソ

ピュータ市場の急速な展開によっ て複雑な階層的構造をもつようにな ってくる

時期に当 っている 。そして，これもすでにみたように，このような新しい小型

コソピ ュータ市場では，汎用 コソピ ュータ市場での隔絶した支配力とは対称的

に， Ｉ　ＢＭ杜は後発企業としての不安定た地位を占めるにとどまっ ていたので

あり（前掲表６　本誌，第３１巻第４号 ，８９～９０へ一：■　を参照），しかもこの点で

は， アメリカ国内市場においてよりも ，それぞれの国に相当数の競争企業が成

立し，激しい競争状態が展開されている国外市場でより不安定な立場におかれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１３）



５８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

ることにな っていた。したが って，１９７０年代後半にＩ　ＢＭ杜におげる国外事業

の売上高純利益率が低下することにた ってい ったのは，このようた小型 コソピ

ュータ市場の急速な発展とそれに対するＩ　ＢＭ杜の対応の立ち遅れを反映する

ものであ ったわけである 。

〔２〕現在Ｉ　ＢＭ杜の組織構造

　以上〔１〕では，現在のＩ　ＢＭ杜の組織構造をあきらかにする前提として ，

まずその基礎にある事業構造を概観した。そこで，つぎに，これを基礎にして ，

現在のＩ　ＢＭ杜の組織構造の骨組みをあきらかにしてみることにする 。

　（１）　Ｉ　ＢＭ社組織の全体構造

　そこで，まず現在のＩ　ＢＭ杜の組織の全体構造を確認することから始めるこ

とにするが，はじめにこのような組織の全体構造を概括する組織図を掲げてみ

ると ，図６のとおりである 。

　先に〔１〕で現在のＩ　ＢＭ杜が分野別に，また地域的にとのような事業構造

をもっているかをあきらかにしたが，この図によっ て， そのよう次現在のＩ　Ｂ

１〉［杜の事業構造がとのようた組織の枠組みで実現されているかを一望のもとに

理解することができる 。

　図からあきらかなように，Ｉ　ＢＭ杜の組織構造は，まず大枠としてつぎのよ

うた階層的な部分から成り立っている 。

　¢　経営役員室（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｏ舶ｃｅ）およぴ経営委員会（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ

　　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ）

　◎　本杜スタ ッフ
部門（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｓｔａ任ｓ）

　　　ライソ部門

　　　国外ライソ部門　　子会杜

　以下，これらの諾構成都分についてかんたんに説明しておく 。

　○経営役員室 ・経営委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１４）
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　いうまでもなくこれは，Ｉ　ＢＭ杜のトッ プ・ マネジメソト組織であり ，最高

意思決定機関である。経営役員室と経営委員会の関係についていえは，両者の

構成 メソハーは同じであり ，経営委員会は機関としての経営役員室の具体的な

機能形態をなしているとい ってよいであろう 。１９８２年２月末現在，経営役員

室を構成しているのは，図６に示されているように，取締役会会長ケアリー

（Ｃａｒｙ，Ｆ．Ｔ） ，杜長兼主席経営役員（Ｃｈｉｅｆ　Ｅ．ｅｃｕｔｉｖｅ　Ｏ缶ｃｅｒ）オペノレ（Ｏｐｅ１，Ｊ
．

Ｒ． ）， 上級副杜長バイツェ ル（Ｂｅｉｔｚｅ１，Ｇ．Ｂ ．） ，同ファイパーズ（Ｐｈｙｐｅｒｓ，Ｄ．Ｐ ．）

，

同リッツォー（Ｒｉ・・ｏ，Ｐ．工） ，上級副杜長兼Ｉ　ＢＭワーノレ ド・ トレード杜取締役

会今長 メゾソルージ ュ（Ｍａｉｓｏｎｒｏｕｇｅ・Ｊ・Ｇ）・以上６人である 。

　最高意思決定機関の機能はいうまでもなく ，一般的に当該企業が何のために

何をするかという問題，すたわちいわゆる戦略計画を決定することであるが ，

Ｉ　ＢＭ杜の場合について具体帥こいえは，何を研究開発すへきかの決定，研究

開発されたものの製品化の可否，新規市場の決定，価格の決定，新工場の設立

・取得の決定，財務方針の決定，首脳人事方針の決定，組織改革の可否，杜員

・顧客教育方針の決定，たどがこの戦略計画の決定の中に含まれている。つぎ

にみるようにＩ　ＢＭ杜は事業部制組織の形態をとっ ているが，事業構造はすで

にみたように，先稿で研究したＧ　Ｅ杜などの場合とくらべれぱ，コソピ ュータ

事業を中核とした，単純な事業構造をもっている。したが って，Ｉ　ＢＭ杜の場

合には，最高意思決定機関，すなわち経営委員会へ， 事業そのものにかかわる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
より細かな点までの決定権が集中されることにな っているのが特徴的である 。

　　９）青野忠夫ｒＩＢＭの光と影（新版）』１９７７年，目本経済新聞杜 ，１０８ ，１１３～１１４

　　　ぺ一ジ 。

　　　本社スタ ッフ部門

　本杜スタ ッフ 部門の機能は，このような部門に一般的にみられるものと基本

的に同じで，１つは上にのべたような最高意思決定機関の機能，すなわち戦略

計画の決定を補佐することであり ，もう１つはライソの各事業部に対する適切
　　　　　　　　　　１０）
な助成を行うことである 。

　Ｉ　ＢＭ杜の場合，この本杜スタ ヅフ 部門は現在（１９８２年現在），４つのセク

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１５）
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図６　Ｉ　ＢＭ杜
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（６１６）
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組織図（１９８２年）
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ショソから成り立 っている。すなわち，本杜財務 ・計画 スタ ッフ（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ

ＦｍａｎｃｅａｎｄＰ１ａｍｍｇＳｔａ任ｓ），本杜オペレーンヨソズ ・スタ ッフ（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ

Ｏｐｅｒａｔ．ｏｎｓ　Ｓｔａ任ｓ） ，本杜サービス ・スタ ッフ（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｓｅｒｖ・ｃｅｓ　Ｓｔａ伍ｓ） ，および

法務（Ｇｅｎｅｒａ１Ｃｏｕｎｓｅ１） ，の４つのセクンヨソである。そして，それらのセクン

ヨソはそれぞれさらに図の中に示されているようた諸領域の専門スタッフから

成り立つことにな っている 。

　　１０）青野忠夫ｒＩＢＭの光と影（新版）』１１４ぺ 一ジ 。

　◎１ライン部門

　組織構造の土台をたしているのは，〔１〕で説明したような事業構造を直接に

統括するライソ部門組織である 。

　Ｉ　ＢＭ杜のライソ部門組織についてまず第１に確認しておかなげれほならな

いことは，すでに図６からもうかがわれるように，事業構造の分野別およぴ地

域的な編成を反映する事業別部門組織の形態をとっ ているということである 。

したが って，Ｉ　ＢＭ杜の組織構造は，全体としていわゆる事業部制組織の形態

をとっ ているということができる 。

　しかし，Ｉ　ＢＭ杜の場合，その事業別部門組織は，先稿であきらかにしたＧ

Ｅ杜の場合にくらべて，いく分複雑な仕組みをとっ ている。その第１は，事業

構造の地域的な編成　　基本的にはアメリカ国内と国外という編成　　との対

応で，２本立ての組織編成をとっ ているということである。すなわち，１つの

柱はアメリカ国内の事業を統括する３つの事業クノレープ群　　イソフォメーン

ヨソ ・システムス ・クループ（Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎＳｙｓｔｅｍｓＧｒｏｕｐ） ，　イソフォメーソヨ

ソ・ ンステムス／テクノ回シー・ クノレーブ（Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎｓｙｓｔｅｍｓａｎｄＴｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ

Ｇｒｏｕｐ） ，およびイソフォメーショソ ・システムズ／コミュニケーショソ ・グル

ープ（Ｉｎｆｏｒｍａｔ・ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｍｕｎ・ｃａｔ・ｏｎｓ　Ｇｒｏｕｐ）　　と不動産 ・建設事業

部（Ｒｅａ１Ｅｓｔａｔｅａｎｄ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔ・ｏｎ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ） ，研究事業部（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）

，お

よぴ３つの子会杜群　　サイユソス ・リサ ーチ ・アソソエイソ 杜， Ｉ　

ＢＭイソ

スソルメソツ杜，ＩＢ１〉［クレソット杜　　であり ，もう１つはもっ ぱらアメリ

カ国外の事業を統括する子会杜Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１８）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本）　　　　　　　　　　　　　６３

Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）とその子会杜群である 。後者については，さらに項を改めてみてみ

ることにして，ここでは，前者，アメリカ国内の事業を統括する組織について

もう少し立ち入 ってみてみる 。

　すでに〔１〕でみたようにＩ　ＢＭ杜の事業構造は，情報関連事業というクノレー

ピソクを行うと　　これには コソピ ュータ事業の他に事務機器事業と連邦政府

向けンステム事業が含まれる　　，その９９％以上が情報関連事業によっ て占め

られているが，アメリカ国内でのこの清報関連事業を担うライソ部門組織が上

でのへた３つの事業クノレープである 。そこで，これら３つの事業クループに注

目すると ，これらの事業クノレープは，ＧＥ杜の場合のそれとは異な って，機能

的た分担関係によって編成されている点が特徴的である。すなわち，一方でイ

ソフォメーンヨソ ・：ンステムス ・クノレープはアメリカ国内での情報関連事業の

販売およぴサービス機能を担当する事業部（Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）の統合組織であるのに対

して，他方，イソフォメーショソ ・システムズ／テクノロ ジー・ グルーブとイ

フォメーショソ ・システムズ／コミュニケーショソ ・グループは，製品開発お

ソよぴ製造機能を担当する事業部の統合組織とな っているからである。こうし

てＩ　Ｂ１〉［杜では開発および製造と販売およびサービスが機能的に分担され，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
れぞれ独立の事業クノレーブによっ て分担されることにな っているわけである 。

そこで，つぎにこれらの事業クノレープに統合されている各事業部についてかん

　　　　　　　　　　　　　１２）
たんに説明しておくことにする 。

　〔インフォメーション ・システムズ ・グループ〕

　¢　カスタマー・ サーピス 事業部（Ｃｕｓｔｏｍｅｒ　Ｓｅｒｖ・ｃｅ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）　　主として

イソフォメーシ ョソ ・システムズ／コミュニケーショソズ ・グノレープが開発し

た特定のノステムと製品について，アメリカ国内での保守，関連サポート ，お

よびプ ログラミ：／グ ・サ ービスを行う 。

　◎　連邦政府向け ンステム 事業部（Ｆｅｄｅｒａ１Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）　　連邦政府に

対して，軍事用およひ宇宙開発計画用の特別の大規模情報処理 ：■ステムを提供

する業務を行う 。またそれらについての応用研究や先駆的開発にもたずさわる 。

　　　フィーノレト ●エンシニアリソク事業部（Ｆ１ｅｌｄ　Ｅｎｇｍｅｅｒ，ｎｇ　Ｄ，ｖ，ｓ，ｏｎ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１９）



６４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

現行の全Ｉ　ＢＭ杜のシステムと製品，およびイソフォメーショソ ・システムズ

／テクノロ ジー・ グループによっ て開発される新しいシステムと製品について ，

アメリカ国内での保守と関連サ ーヒスを行い，特定のＩ　ＢＭプ ロクラムについ

てのサポートを行う 。

　　　ナショ ナル ・アカウンソ 事業部（Ｎａｔ１ｏｎａ１Ａｃｃｏｍｔｓ　Ｄ・ｖ１ｓ・ｏｎ）　　 アメリ

カ国内におげる，複雑な情報処理ンステムを必要とする特定の大規模な顧客を

対象として，標準的な全ライソのＩ　ＢＭ杜製品の販売を行い，またその営業所

での事務管理を担当する 。

　　　ナンヨ ナル ・マーケティソク事業部（Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｍａｒｋｅｔｍｇ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）

アメリカ国内におげる　般の顧客を対象として，標準的な全ライソのＩ　ＢＭ杜

製品の販売を行い，またその営業所での事務管理を担当する 。

　＠　 ンステムス ・サプライス 事業部（Ｓｙｓｔｅｍｓ　ＳｕｐＰ１・ｅｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）　　アメリ

カ国内におげるＩ　ＢＭ杜の消耗品と付属品の製造，調達および販売を行う 。

　〔インフォメーション ・システムズ／テクノロジー・ グループ〕

　¢　テータ ・ンステムス 事業部（Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ，ｖ，ｓ・ｏｎ）　　主として高性能

製品に主カをおき，世界各地での複雑で大規模な情報処理システムと関連プ 厚

グラムの開発，およびそれらのシステムのアメリカ国内での製造を行う 。

　ゆ　ゼネラノレ ・プ ロタクソ 事業部（Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）　　 テープ装

置， ディスク製品，大容量記憶システムを含む記憶 システム ，ノンイ：／バクト

型システム ・プリソタ ，プ ログラム製品，およびハードウェア関連ブ ログラミ

ソクの世界各地での開発と ，アメリカ国内での製造を行う 。

　　　ゼネラノレ ・テクノ厚シー 事業部（Ｇｅｎｅｒａ１Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ） ’　 ロシ

ック ，メモリー 特殊用途の半導体デバイスとそれらに関連するバッケージソ

グの世界各地での開発と ，アメリカ国内での製造を行う 。さらに，Ｉ　ＢＭワー

ルト ・トレート ・南北アメリカ／極東杜（後出）とアメリカ国内の各事業部のた

めの電子部品の調達を行う 。

　　〔インフォメーション ・システムズ／コミュニケーシ ョンズ ・グループ〕

　＠　 コミユニケーンヨソ ．ブ 厚タクソ 事業部（Ｃｏｍｍｕｎ，ｃａｔ１ｏｎ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ，ｖ。一

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２０）
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ＳｉＯｎ）……テレコミュニケーショソズ ・システム ，オフィス ・システム，流通

産業用システム，およびそれらに関連するプ ログラムの世界各地での開発と ，

アメリカ国内での製造を行う 。さらに，Ｉ　ＢＭ杜のオフィス ・システムとシス

テム ・ネ ットワーク体系（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ
．略してＳＮＡ）につい

て， 世界各地のＩ　ＢＭ子会杜（後出）に指針を与える中枢的役割を果たす
。

　◎　イソフォメーショソ ・プ ロダクツ 事業部（Ｉｎｆｏ・ｍａｔｉｏｎ　Ｐ・。ｄｕ・ｔｓ　Ｄｉ・ｉｓｉｏｎ）

　　・タイプライター 複写機，金融機関および製造業用システム，さらにプリ

ソタ ，複写 システム，デスケット ，およびそれらの関連消耗品を含む周辺機器

類の世界各地での開発と ，アメリカ国内での製造を行う 。

　＠　システム ・プ ロダクツ 事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ）…… 中・ 小型

の汎用情報処理システム ，デ ィスプレイ ，および関連プ ログラムの世界各地で

の開発と ，アメリカ国内での製造を行う 。

　以上のようた各種事業部のかんたんな説明をとおして，Ｉ　ＢＭ杜の事業別部

門組織の特徴としてもう１つ気がつくことは，製品およびプ ログラムの開発と

製造を担当する２つの事業クノレープに属する事業部の場合，それらの機能はと

くに開発機能についてはアメリカ国内にとどまらず，世界的に広が っていると

いうことである。このことは，いいかえれば，後にみるようにＩ　ＢＭ杜のアメ

リカ国外の事業は世界各地に設立された子会杜によっ て分権的に行われている

のであるが，こと製品およびプ ログラムの開発機能に関しては，当該の事業を

アメリカ国内で担当する，本杜直轄の事業部が集中的に統括することにな って

いるということを意味している。したが って，アメリカ国外にあ ってこのよう

な開発機能を担当する研究所については（後出），形式的にはそれらが立地する

国に所在する子会杜の管理下におかれることになるが　　たとえは目本にある

藤沢研究所は目本Ｉ　ＢＭ杜の下におかれている　　，開発活動についての実質

的な内容はそれそれの活動領域にかかわる本杜直轄の事業部によって直接統括
　　　　　　　　　　　　　　　ユ３）
されることにな っているわけである 。

　ところで，アメリカ国内の事業を統括する組織については，以上のような３

つの事業クループにまとめられる情報関連事業関係の部門の他に，不動産 ・建

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２１）
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設事業部と研究事業部，およぴ３つの子会杜　　サイニソス ・リサ ーチ ・アソ

シエイツ 杜， Ｉ　ＢＭイソスソノレメンソ 杜， Ｉ　ＢＭクレシット杜　　がある。後

者の３つの子会杜については先に〔１〕で説明したので，ここでは則者の２つの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
事業部についてかんたんに説明しておくと ，つぎのとおりである 。

　＠　不動産 ・建設事業部（Ｒｅａ１Ｅｓｔａｔｅ　ａｎｄ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔ１ｏｎ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）　　アメリ

カ国内でのＩ　ＢＭ杜のすべての事業に必要とされる用地の選定と取得，建物の

設計と建設，施設の購入と賃借を担当する。さらにアメリヵ国内にとどまらず，

国外での不動産に関連する計画の査定や，世界各地の事業所におげるエネルギ

ー・ 環境間題に責任をもち，また特定の事業所に対する施設サーヒスも行う 。

　＠　研究事業部（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）　　基礎的た研究と潜在的 ・長期的に重

要性をもつ技術の開発を通して，会杜が関心をもつ諸分野に科学知識を注入す

る使命をもつ。この事業部の下には，現在，つぎの３つの研究所がおかれてい

　　　　　　　　　図７　Ｉ　ＢＭ基礎研究所の研究活動領域
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（出所）日本アイ ・ビー・ エム株式会杜『技術革新に挑む』１９８１年，５ぺ一ジの図 。

　　　　　　　　　　　　（６２２）
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る　　Ｔｈ　Ｊワトソソ研究所（Ｔｈｏｍａｓ　Ｊ　ｗａｔｓｏｎ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ｃｅｎｔｅｒアメリヵ
。ニ

ューヨーク州／ヨークタウソ ・ハイツ），サソ ・ノゼ研究所（ｓａｎ　Ｊｏｓｅ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａ
－

ｂｏｒａｔｏｒｙ
．アメリヵ ・ヵリフォル ニァ州），チ ューリッヒ 研究所（Ｚ肚ｉｃｈ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ

Ｌａｂｏｒａｔｏ卯スィス）。Ｉ　ＢＭ杜には現在，これら３つの研究所を含めて，３０の

研究所があるが，研究事業部の統括下にある以上の３つの研究所は，他の２７の

研究所が製品開発研究所（Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ）と呼ばれているのに対して

　　 これらは後にのべるようにそれぞれ関連の事業部に所属している　　，基

礎研究所（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ）と呼ぼれて，区別されている 。これら３つの研

究所は相互に密接た連関をもちながら科学と技術の基礎研究を進めているが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
それらの研究活動領域を図で示してみると ，図７のとおりである 。

　以上の説明によっ てあきらかたように，上の２つの事業部もその活動の基本

はアメリヵ国内にあるが，しかしそれだげにとどまらず，広く国外にも及んで

いる 。

　　１１）　ＩＢＭｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ａ舳伽Ｚ五砂ｏ〃，１９８１，ＰＰ・４０－４１，　『コソピュートピア』

　　　１９８１年１２月号 ，１０９ぺ一ジ ，同誌，１９８２年５月号 ，３４～３７べ一ジ ，目本電子計算

　　　機株式会杜ｒ　Ｉ　ＢＭ企業分析 ・１９８２年度版』１９８２年 ，第２章，とくに３９～４１ぺ一

　　　ジ。現在の ，このようなＩ　ＢＭ杜の組織は１９８１年１０月～１９８２年１月の組織改革に

　　　よっ て形成されたものである 。

　１２）以下，各事業部については ，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
，ｏ

少． ６肱，Ｐ．４１による
。

　１３）青野忠夫ｒ　Ｉ　ＢＭの光と影』１０９～１１０べ一ジ
。

　１４）以下 ，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，功．ｏ
枇， Ｐ． ４１による 。

　１５）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，地ｓ鮒０乃，１９８０，目本アイ ・ピー・ エム株式会杜ｒ技術革

　　　新に挑む』１９８１年，５ぺ 一ジ 。

　＠　国外ライン部門　　子会社

　以上のようなアメリカ国内の事業を統括する組織　　ただしこの点について

は一定の注釈が必要であ ったが　　に対して，さらにアメリカ国外の事業を統

括する組織についてみてみると　　 この国外事業の比重が国内事業のそれと同

等のものとな っていることはすでに〔１〕でみたとおりである　　，それは全体

として子会杜Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）に

よっ て統括されている（Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜はＩ　Ｂ１Ｍ１杜の１００劣持株子会杜）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２３）
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　ところで，このＩ　ＢＭワールド ・トレード杜は，さらに３重の組織構造をも

っている 。すなわち，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜はまずアメリカ合衆国を除

く世界各地を大きく２つの部分に分げ，それぞれを２つの１００％持株子会杜に

よっ て管理している。１つは，ヨー厚ツパ，中東，およびアフリカ地域８０ケ

国を担当するＩＢＭワー ルド ・トレード ・ヨーロッバ／中東／アフリヵ杜（ＩＢＭ

Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅ／Ｍｉｄｄ１ｅ　Ｅａｓｔ／Ａｆｒｉｃａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ．略してＥＭＥＡエマ杜）であ

り， もう１つは南 ・北アメリヵ ，極東，オーストラリァ地域４５ヶ国を担当する

Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート ・南北アメリカ／極東杜（ＩＢＭ　ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｍｅｒ１ｃａｓ

／Ｆａｒ　Ｅａｓｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ．略してＡＦＥアフィ 杜）である 。

　これら２つの地域管理会杜は，さらにそれぞれが管理する地域の主要副こや

はり基本的に１００％持株の多数の子会杜をもち，あわせて４５０を超える営業所を

もつそのような現地子会杜（各国Ｉ　ＢＭ杜）を通して世界１２５ケ剛こ管理の網の

目をはりめぐらしている。２つの地域管理会杜の下にある，このような現地子

会杜を一覧的に示してみると ，表１５のとおりである 。

　ところで，上の２つの地域管理会杜はその親会杜であるＩ　ＢＭワーノレド ・ト

レード杜とともに，その本拠をアメリカ ・ニューヨーク市ないしその近郊にお

いている。そこで，これらの管理会杜は世界各地に広が った現地子会杜群をよ

り実際的に管理するために，世界の要地，要地にオフィスをもつ中問管理機構

をもっ ている。表１５の現地子会杜群の中で，Ｉ　Ｂ１Ｖ［ワールド ・トレード ・エマ

杜の下にあるＩ　Ｂ１〉［ヨー回ツバ杜（ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｐｅ，Ｓ．Ａ．）と ，Ｉ　ＢＭワールド ・

トレート ・アフィ 杜の下にあるＩ　ＢＭラテソ ・アメリカ杜（ＩＢＭ　Ｌａｔ・ｎ　Ａｍｅｒ１ｃａ

Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）とＩ 　ＢＭワーノレド ・トレード ・アジア杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔてａｄｅ　Ａｓｉａ

Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）はそのような役割を果たしている子会杜である 。　Ｉ　ＢｌＶ［ヨーロッ

パ杜はフラソス ・パリ ，Ｉ　ＢＭラテソ ・アメリカ杜とＩ　ＢＭワー ルド ・トレー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ６）
ド・ アジア杜はアメリカ ・デラウェ ア州にそれぞれ本杜をおいている 。

　つぎに，以上のような階層組織によっ て成立つＩ　ＢＭワールド ・トレード杜

の機能についてであるが，後で具体的にみるように，Ｉ　ＢＭワールド ・トレー

ト杜の下にもいくつもの製品開発研究所と製造所がおかれている。したが って

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２４）
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表１５　ＩＢＭワールド ・トレード杜
　　　　の現地子会杜一覧（１９８１年）

（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｍ）

６９

会　　　　　　杜 名

ヱＢ〃凧０〃Ｔ〃・舳０抄・／〃脇肋・１／〃伽
　　Ｃｏゆｏ〃肋
　ＩＢＭ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ

　ＩＢＭ　ＲＯＥＣＨ　Ｉｎｃ

　ＩＢ〕〉［Ｏｅｓｔｅｒｒｅｉｃｈ，Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１ｅ　Ｂｕｅｒｏｍａｓｃｈｉｅｎ

　　　Ｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔ　ｍｂＨ

　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ１Ｍａｃｈｉｎｅｓ　ｏｆ　Ｂｅ１ｇｉｕｍ　Ｓ．Ａ

　ＩＢＭｌ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｏ舐ｃｅ（Ｂｒｕｓｓｅ１ｓ）Ｓ．Ａ

　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ａ／Ｓ

　Ｏｙ．Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ａｂ

　Ｃｏｍｐａｇｎｉｅ　ＩＢＭ　Ｆｒａｎｃｅ，Ｓ．Ａ

　　　Ｃ１ｅＩＢＭＭ１ａｄａｇａｓ１ｋａｒａ，ＳＡ

　ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ

　ＩＢＭ　Ａｆｎｃａ　Ｍ１ｄｄ１ｅ　Ｅａｓｔ，Ｓ　Ａ

　ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｐｅ，Ｓ．Ａ

　ＩＢＭ　Ｔｒａｄｅ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，Ｓ．Ａ

　ＩＢＭ１Ｄｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄ　ＧｍｂＨ

ＩＢＭ　Ｓｏｎｄｅｒｓｙｓｔｅｍｅ　ＧｅｓｅＩ１ｓｃｈａｆｔ　ｍｂＨ

　　ＩＢＭ　Ｉｒｅ１ａｎｄ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　ＩＢＭ　Ｉｓｒａｅ１Ｌｔｄ

　　ＩＢＭ　Ｉｔａ１ｉａ　 Ｓ．
Ｐ． Ａ．

　　ＩＢＭ　Ｎｅｄｅｒｌａｎｄ　Ｎ．Ｖ

　　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　ｌＭａｃｈｉｎｅｓ　Ａ／Ｓ

　　Ｃｏｍｐａｎｈｉａ　ＩＢＭ　Ｐｏｒｔｕｇｕｅｓａ，Ｓ．Ａ．Ｒ ．Ｌ

　　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｉｃａ

　　　（Ｐｒｏｐｒｉｅｔａｒｙ）Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍｌａｃｈｉｎｅｓ，Ｓ．Ａ．Ｅ

　　ＩＢＭ　Ｓｖｅｎｓｋａ　Ａｋｔｉｅｂｏ１ａｇ

　　ＩＢＭ　Ｓｗ１ｔｚｅｒ１ａｎｄ

　　ＩＢＭ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ）Ｔｕｒｋ

　　　Ｌｉｍｉｔｅｄ　Ｓｉｒｋｅｔｉ

　　ＩＢＭｌ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ　Ｈｏ１ｄｉｎｇｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　ＩＢＭｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ 　Ｋｉｎｇｄｏｍ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｄｏｍ　Ｒｅｎｔａ１ｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

ｌＢ”凧・〃ｒ〃川舳伽ｓ／肋肋・ｌｃｏゆｏ洲伽
　　ＩＢＭ　Ｉｎｔｅｒｎ２ｔｉｏｎａ１Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

本拠所在地

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ａｕｓｔｒｉａ

Ｂｅ１ｇｉｕｍ

Ｂｅ１ｇｉｕｍ

Ｄｅｎｍａｒｋ

Ｆｉｎ１ａｎｄ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｎ征ａｄａｇａｓｃａｒ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｇｅｒｍａｎｙ（Ｆｅｄｅｒａ１

　　Ｒｅｐｕｂ１ｉｃ　ｏｆ）

Ｇｅｒｍａｎｙ（Ｆｅｄｅｒａ１

　　Ｒｅｐｕｂ１ｉｃ　ｏｆ）

Ｉｒｅ１ａｎｄ

Ｉｓｒａｅ１

Ｉｔａ１ｙ

Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ

Ｎｏｒｗａｙ

Ｐｏｒｔｕｇａｌ

Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｉｃａ

　　（Ｒｅｐｕｂ１ｉｃ　ｏｆ）

Ｓｐａｉｎ

Ｓｗｅｄｅｎ

Ｓｗｉｔｚｅｒ１ａｎｄ

Ｔｕｒｋｅｙ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｋ １ｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

直接親△杜の
株式所有上ヒ率
　　　（％）

１００

１００

１００

１００

１００＊

１００ホ

１００

１００

１００ホ

！００ホ

■０
１００ｔ

ｌＯＯホ

１００ホ

９０　

１００

１００ホ

１００“

１００＊

１００

１００

１００ホ

ユ００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

（６２５）



７０ 立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

直接親会杜の
会　　　　　　杜 名 本拠所在地 株式所有比率

　　　（％）

　ＩＢＭ　Ｌａｔ１ｎ　Ａｍｅｒ１ｃａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ　　　　　　　　　　Ｄｅ１ａｗａｒｅ　　　　　　　　１００
　ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｓｉａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　　　　　　　　Ｄｅ１ａｗａｒｅ　　　　　　　　１ＯＯ
　ＩＢＭ　Ａｒｇｅｎｔｉｎａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａｒｇｅｎｔ１ｎａ　　　　　　　　　　 １００ホ

　ＩＢＭ　Ａｕｓｔｒａ１ｉａ　Ｌｉｍｉｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　　　Ａｕｓｔｒａ１１ａ　　　　　　　　　　１００

　　　ＩＢＭ　Ａｕｓｔｒａ１ｉａ　Ｒｅｎｔａ１ｓ　Ｐｔｙ．Ｌｔｄ．　　　　　　　　　　　Ａｕｓｔｒａ１１ａ　　　　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　Ｂａｈａｍａｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂａｈａｍａｓ　　　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｂｏ１ｉｖｉａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂｏ１ｉｖｉａ　　　　　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　ｄｏ　Ｂｒａｓｉ１－Ｉｎｄｕｓｔｒｉａ，Ｍａｑｕｉｎａｓ　ｅ　Ｓｅｒｖｉｃｏｓ

　　　Ｌｔｄａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂｒａｚｉ１　　　　　　　　　　　　　　　１００＊

　ＩＢＭ　Ｃａｎａｄａ　 Ｌｉｍｉｔｅｄ－ＩＢＭ　Ｃａｎａｄａ　 Ｌｉｍｉｔｅｅ　　　　Ｃａｎａｄａ　　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　ｄｅ　 Ｃｈｉ１ｅ　 Ｓ． Ａ． Ｃ．　　　　　　　　　　　　　　Ｃｈｉ１ｅ　　　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　ｄｅ　 Ｃｏ１ｏｍｂｉａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　Ｃｏ１ｏｍｂ １ａ　　　　　　　　　ｇＯ＠
　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｃｏｓｔａ　Ｒｉｃａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　Ｃｏｓｔａ　Ｒｉｃａ　　　　　　　１Ｏぴ

　ＩＢＭ　ｄｅ１Ｅｃｕａｄｏｒ，Ｃ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅｃｕａｄｏｒ　　　　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｇｕａｔｅｍａ１ａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　Ｇｕａｔｅｍａ１ａ　　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｈｏｎｄｕｒａｓ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　Ｈｏｎｄｕｒａｓ　　　　　　　　１００ホ

　ＩＢＭ　Ｓｏｕｔｈｅａｓｔ　 Ａｓｉａ　 Ｓｅｒｖｉｃｅｓ　 Ｌｔｄ．　　　　　　　　Ｈｏｎｇ　Ｋｏｎｇ　　　　　　　１００

　ＩＢＭ　Ｊａｐａｎ，Ｌｔｄ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｊａｐａｎ　　　　　　　　　　　　　　　１００

　　　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，Ｌｔｄ．　　　　　　　　　　　　　Ｊａｐａｎ　　　　　　　　　　　　１００

　　ＩＢＭ　Ｋｏｒｅａ，Ｉｎｃ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｋｏｒｅａ（Ｓｏｕｔｈ）　　　　　　　１００

　　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｍｅｘｉｃｏ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｍｅｘｉｃｏ　　　　　　　　　　　１ＯＯホ

　　ＩＢＭ　Ｎｅｗ　Ｚｅａ１ａｎｄ　Ｌ１ｍ１ｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　Ｎｅｗ　Ｚｅａ１ａｎｄ　　　　　　　　１００

　　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｐａｎａｍａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　Ｐａｎａｍａ　　　　　　　　　１００ホ

　　ＩＢＭ　ｄｅ１Ｐｅｒｕ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　Ｐｅｒｕ　　　　　　　　　　１００
　　ＩＢＭ　Ｌａｔ１ｎ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｒｅｇ１ｏｎ　Ｓ　Ａ　　　　　　　　　　　Ｐｅｒｕ　　　　　　　　　　　　１ＯＯ

　　ＩＢＭ　Ｐｈｉ１ｉｐＰｉｎｅｓ，Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ　　　　　　　　　　 Ｐｈｉ１ｉｐＰｉｎｅｓ　　　　　　　 １００ホ

　　ＩＢＭ　Ｓ１ｎｇａｐｏｒｅ　ＰＴＥ　Ｌｔｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ１ｎｇａｐｏｒｅ　　　　　　　　　　　１００

　　ＩＢＭ　Ｔａｉｗａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　　　　　　　　　　　　　Ｔａｉｗａｎ　　　　　　　　　１ＯＯ
　　ＩＢＭ　Ｔｈａ１１ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｌｍ１ｔｅｄ　　　　　　　　　 Ｔｈａｉｌａｎｄ　　　　　　　　 １００ホ

　　ＩＢＭ　ｄｅ１Ｕｒｕｇｕａｙ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　Ｕｒｕｇｕａｙ　　　　　　　　１００
　　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｖｅｎｅｚｕｅ１ａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　Ｙｅｎｅｚｕｅ１ａ　　　　　　　　　　１００

　　　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｅｘｐｏｒｔａｃｉｏｎ　ｙ　Ｓｅｒｖｉｃｉｏｓ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　Ｖｅｎｅｚｕｅ１ａ　　　　　　　　　　１００ホ

ＷＴＣ　Ｉｎｓｕｒａｎｃｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｌｔｄ．　　　　　　　　　 Ｂｅｒｍｕｄａ　　　　　　　　１００

（注）¢　ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎの株式は，フランス，西ドイツ，イタリァ，イギリスに本拠をもつＩＢＭ
　　　　　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅ／ＭＥ／Ａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 子会社によ ってそれぞれ２０％ずつ，ベルギ ー， デンマーク ・アイ

　　　　　ルランド，オランダに本拠をおく子会杜によってそれぞれ５％ずつ所有されている 。

　　　　　　のこり１０％の株式はＩＢＭ二Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｍによって所有されている 。

　　　　＠　のこり１０％の株式はＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｓｉａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｏによ って成有されている 。

　　　　＠　 “印の企業については，ごくわずかであるが，Ｉ　ＢＭ社関係外の株式所有がある 。

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ハｏ舳１０－Ｋ　Ｒ功ｏ〃，１９８１ ，Ｅｘｈ１ｂ１ｔ　ＩＩより作成
。

形式的には，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜も製品開発，製造，販売 ・サービス

の諸機能を自立して一貫して実現しているようにみえる。しかし，先にアメリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２６）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本）　　　　　　　　　　　　　７１

カ国内の事業を統括する３つの事業クノレープの個 々の事業部の説明の中でふれ

たように，製品開発機能に関しては，本杜直轄の３つの事業グノレープの個 々の

事業部がアメリカ国内だけではなく ，世界各地の研究所の関連分野の活動を統

括することにな っている 。また製造機能については，基本的にアメリカ国内に

ついては本杜直轄の事業部，ヨーロッパ ・中東・アフリカ地域についてはＩ　ＢＭ

ニマ
杜， 南北アメリカ ・極東 ・オーストラリア地域についてはＩＢＭアフィ 杜

がそれぞれ責任をもつことにな っているが（ただしとくに完成製品の場合），この

製造機能が製品開発機能と密接な連関をもって進められるものであることから

当然のこととして，その戦略上の決定権は関連の本杜直轄の事業部が握ること

にな っている 。そして後に具体的にみるように，世界各地の製造所の活動は目

常的にもクローハノレな通信ネ ットワーク ・ノステムによっ てアメリカ本杜の注

文集中管理セソター（レスポソド ・セソタ）から管理されることにな っている 。

したが って，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の固有の機能は，世界各地の４５０を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ７）
越える営業所を通しての販売およびサービス機能にあるということができる 。

　　１６）以上 ，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，山舳ｏＺ　Ｒ功ｏ〃，１９８１ ，ＰＰ
．４０－４１ ，ｄｉｔｔｏ，アｏ舳１０－

　　　Ｋ　Ｒ砂０”，１９８１ ，Ｅｘｈ１ｂ１ｔ　ＩＩ

，北正満ｒ　Ｉ　Ｂ１Ｍｌの挑戦　　 コソヒューター帝国Ｉ

　　　ＢＭの内幕』第８ ，９章を参照 。

　　　　ところで，表１５に示されているように ，Ｉ　ＢＭ杜は国外の現地子会杜について

　　　株式１００％所有主義を貫いている（Ｉ　ＢＭトイソ 杜ＩＢＭ　Ｄｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄ　ＧｍｂＨと

　　　ＩＢＭ 　ｄｅ　 Ｃｏ１ｏｍｂｉａ，Ｓ．Ａ．の場合９０％とな っているが，表に注記してあるように

　　　のこりの株式も他のＩ　ＢＭ杜子会杜の所有であり ，１００％所有主義は貫かれてい

　　　る 。またＩＢＭ　Ｅｕｒｏｃｏｏｒｄ１ｎａｔ１ｏｎの場合には ，株式所有が空白にな っているが ，

　　　注記をみれぱわかるように，やはり実質的にはＩ　ＢＭ杜の１００％所有企業であ

　　　る）。Ｉ　ＢＭ杜の内部資料，経営評価委員会（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｒｅｖ１ｅｗ　ＣＯｍｍ１ｔｔｅｅ）

　　　の議事録は，その理由について ，かつてつぎのようた記録をのこしている（１９７１

　　　年７月１５目の記録）。

　　　　¢　統一された ，最善の経済上の意思決定を行うため 。

　　　　　　基本政策の管理を確実なものとするため 。

　　　　　　資金調達の必要を最小化し，現実に沿った関税を支払い，収益に応じて税

　　　　　金を支払うための好ましい企業相互間の価格設定構造を得るため 。

　　　　　　（北正満，上提書，１５６～１５７ぺ一ジによる
。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２７）



７２ 　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

表１６　Ｉ　ＢＭ杜の製品開発研究所一覧（１９８２年）

研　究　所　名 所　　在　　地 主要　開　発　品　目

インフォメーション ・システムズ／テクノ回ジー・ グループ

データ ・システムズ事業部

イースト ・フィッシ ュ

キル

ポーキブシー

ニューヨーク州

ニューヨーク州

・１コ ジックとメモリー

・基礎半導体テクノロ ジー

・パッ ケージソグ

・大型プ ロセッサ

システム 制御プ ログラムとプ 回グラム ・

ブロ ダクト

・大型プ ロセッ サ・ テクノロ ジーとテクニ
カル ・サポート

ゼネラル ・プ ロダクツ事業部

サ　　ソ ・ノ　ゼ

ツ　　ー　　ソ　　ソ

サソタ ・テレサ

カリフォルニア州

アリゾナ州

カリフォルニア州

・直接アクセス記憶装置（ＤＡＳＤ）とその
制御装置

・磁気テープ装置

・大容量記憶システム

・システム ・プリソタ（ノソインバクト型）

’フレキシブル ・メデ ィァ

ブロ グラミソグ

ゼネラル ・テクノロ ジー事業部

バーリソトソ バーモソト州 　ロ ジック ，メモリー

・事務機と小型ブ ロセヅ サに関するテクノ
ロジーとそのパッ ケージソグ

インフォメーション ・システムズ／コミュニケーション ・ゲループ

コミュニケーヅヨソ ・ブ 厚ダクソ事業部

ラ　ー　レ　イ

シャーロッ テ

キソグストソ

ゲイサースバーグ

ノース ・カロライナ州

ノース ・カロライナ州

ニューヨーク州

メリーラソド州

・表示装置

・分散システム

・イソダストリー・ シスこム（スーバーマ
ーケ ヅト ，小売業，製造業向け）

ブロ グラミソグ

・鍵盤機構

・金融機関向けシステム

・サ ーキ ット ・カード

・表示装圃

・通信システム

プロ グラミソグ

・電源装置

・衛星通信

イ：■フォメーンヨソ ’フ艀 ダクソ事業部

オースチ　ソ テキサス州 ・オフィス　システムと関連の印刷装置

・データ ・エソトリー・ システム

（６２８）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本） ７３

研究所名

ボーノレ ダー
レキシ：／トソ

所　　在　　地

コロラ　ド州
ケソタッ キー州

主要　開　発　品　目

・業務別端末装置

・磁気媒体を使った事務機器とシステム

’画像入力処理装置

オーデ ィオ ・タイピソグ ・ユニット

・複写機

’電動 ・電子タイプライタ

システム ・ブ ロダクツ事業部

ニソディコット

ボカ ・ラ　トソ

１コ チェ スター

ニューヨーク州

フロ　リダ州

ネソタ州

・中型プ ロセッ サ

印刷装置（端末，システム）

システム 制御プ ログラム

ブリソト回路テクノロ ジー

・小型ブ ロセッ サ

マトリックス ・プリソタ

・比較的安価な汎用情報処理システム

・汎用端末システム

・記憶装置

インフォメーション ・システムズ ・ゲループ

連邦政府向けシステム事業部

マ　ナ　サ　　ス バージニア州 ・艦船搭載 ・防衛 システム

・航空機搭載システム

・宇宙 システム

ツステムズ ・サプライズ事業部

マウソト ・キスコ トー一ヨーク州 ・医療用システム

ＩＢＭワールド ・トレード ・ヨーロッバ／中東／アフリカ社

ラ・ ゴ　　　　ド

ボーブリソゲソ

ユイ　トホーソ

リデ ィ　ソゴ

ハ　　ズレイ

フラソスＩ　ＢＭ杜

ドイツＩ　ＢＭ杜

オラソダＩ　ＢＭ杜

スウェーデ ソＩ　ＢＭ杜

イギリスＩ　ＢＭ杜

テレコミュニケーツ ヨソズ ・システム

モデム

・エソジニアリソグ ・グラフィックス

・交換 システム

データ ・ネ ットワーク

・中型プ ロセッ サ

プロ グラミソグ

・高速印刷装置

・半導体部品

スベシャノレ ・エソジニアリソグ

データ ・サ ービス ・サポート

イソターナシ ョナル ・フィールド ・プ ロ

　グラム

スペシャル ・エソジニアリソグ
　プ ログラム ・プ ロダクト

・通信装置

・分散表示システム

（６２９）



７４ 立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

研究所名 １所 在 地 ． 主要　開 発 品 目

テキスト表示装置

・通信関連のプ ログラム ・プ ロダクト

・磁気デ ィスク装置

・画像データ表示装置

Ｉ　

ＢＭワールド ・トレード ・南北アメリカ／極東杜

ドソ ・ミルズ カナダＩ　ＢＭ杜 ・プ ログラミソグ

・世界共通に使える特殊製品

藤 沢 目本アイ ・ビー・ エム杜 ・通信端末装置とシステム

日本と極東地域の独特な要求に沿う製品

（出所）　目本アイ ・ビー・ エム株式会社ｒ資料と情報 ・Ｉ　ＢＭ』１９８２年より作成
。

　　以上のような親会杜の意図を実現するために ，たしかに株式１００％所有はもっ

　とも確実な方法であるが，もちろんかたらずしも絶対的な条件ではたい 。

１７）青野忠夫ｒ　Ｉ　ＢＭの光と影』１０９～１１０ ，１２２～１２４ぺ一ジ
。

　（２）製品開発と製造の組織

　以上のようなＩ　Ｂ１〉［杜の組織の全体構造についての理解を前提にして，ここ

でさらにあきらかにしておかなげれぼたらないのは，以上のような組織構造の

中でとくに製品開発と製造の組織が具体的にどのようにな っているかというこ

とである 。

　いうまでもなく ，製品開発および製造の基礎単位とな っているのは，研究所，

ただし先に研究事業部のところで説明した基礎研究所ではなくて，製品開発研

究所（Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ），およぴ製造所（工場。Ｍａｎｕｆａｃｔｕｍｇ　Ｐ１ａｎｔ）で

ある。そこで，これらの研究所と製造所が現在のＩ　ＢＭ杜でどのように編成さ

れているかを一覧的に示してみると ，表１６と表１７のとおりである
。

　事業部制組織の形態をとるＩ　ＢＭ杜では，当然のこととして製品開発研究所

と製造所はそれぞれの活動分野にしたが って関連の事業部に編成されることに

なっ ているが，これらの表によって，そのような製品開発研究所と製造所の事

業部別編成を具体的に知ることができる。具体的にそれらの事業部別編成をみ

てみると，３つの事業クノレープのうちもっ ぱらイソフォメーンヨソ ・ンステム

ズ／テクノ１コ ジー・ グループとイソフォメーション ・システムズ／コミュニケー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３０）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本） ７５

表１７　Ｉ　ＢＭ杜の製造所（工場）一覧（１９８２年）

製　造　所　名 所　　在　　地 主　要　製　造　品　目

インフォメーション ・システムズ／テクノロジー・ グループ

データ ・システム事業部

ポーキプシー
イースト ・フィッシ ュ

キル

ブノレックリソ

ニューヨーク州

ニューヨーク州

ニューヨーク州

・大型プ ロセッ サとサブ ・アセソブリー

　ロ ジックとメモリー

印刷装置と表示装置

・回線交換装置

・電源装置，冷却装置

ゼネラノレ ・プ ロダクツ事業部

サ　　ソ ・ノ　ゼ

ツ　　　　　ソ　　ソ

カリフォノレニア州

アリゾナ州

・直接アクセス記憶装置とその制御装置

・磁気テープ装置

・大容量記憾システム

システム ・プリソタ（ノソイソパクト型）

フレキシブ ノレ ・メデ ィア

ゼネラル ・テクノロ ジー事業部

バーリソトソ １バィソ／州 ロジ ックとメモリー

インフォメーシ ョン ・システムズ／コミュニケーシ ョン ・ゲループ

コミュニケーショソ ・プ ロダクツ事業部

ラ　　　　レ　イ

シヤ　　ロツア

ノース ・カロライナ州

ノース ・カロライナ州

・表示装置

・分散システム

・イソダストリー・ システム（スーパーマ
ーケ ヅト ，小売業，製造業向げ）

’鍵盤機構

・金融機関向けシステム

・サ ーキ ット ・カード

イソフォメーシ ョソ ’プ ロダクツ事業部

オ　　　スチソ

ボーノレ ダー
グリーソ ・キャッスル

レキシソトソ

テキサス州

コロラ　ド州
イソデ ィアナ州

ケソタ ッキー州

・磁気媒体と画像製品

オフィス ・システム

・小売業向けシステム

オーデ ィオ ・タイピソグ ・ユニット

・複写機とその消耗品

・紙カードとフォーム 類， 磁気記録媒体

・電動 ・電子タイプライタとその消耗品

システム ・プ ロダクツ事業部

エソ ディコット

ボカ ・ラ　トソ

ニューヨーク州

フロ　リダ州

・中型プ ロセッ サ

・印刷装置

プリソト回路パヅ ケージ

・小型プ ロセッ サ

（６３１）



７６
立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

製造所名

回チ ェスター

所　　在　　地

ネソタ州

主要製造品　目
・マトリックス ・ブリソタ

・比較的安価た汎用情報処理システム

・Ｏ　Ｃ　Ｒ

インフォメーション ・システムズ ・グループ

システムズ ・サプライズ事業部

ボカ ・ラ　トソ

デ　イ　　ト　ソ

ワシソトソ特別区

フロリダ州
ニュー・ ジャージー州

・デ ィスケ ット

・紙カード，医療用装置とその消耗品

・紙カードとフォーム類

Ｉ　Ｂ皿ワールド ・トレード ・ヨーロッバ／中東／アフリカ社

ボ　　　ワ　　　ニ

ポ　 ノレ　ド

モ

ソ　　ソ　　ヌ

ソベ　リ　ュ

ル　　リ　ソ

ノ、　ノ　　　 ノ・　一

マ　イ　ソ　ツ

シソデルフィソゲソ

ピメルカーテ

アムステルダム

ノ、　レ　ソ　シア

ジヤノレファラ

ハ　バ　ソ　ト

フラソスＩ　ＢＭ杜

フラソスＩ　ＢＭ杜

フラソスＩ　ＢＭ杜

フラソスＩ　ＢＭ杜

ドイツＩ　ＢＭ杜

ドイツＩ　ＢＭ杜

ドイツＩ　ＢＭ杜

ドイツＩ　ＢＭ杜

イタリアＩ　ＢＭ杜

オラソダＩ　ＢＭ杜

スペイソＩ　ＢＭ杜

スウェーデ ソＩ　ＢＭ杜

イギリスＩ　ＢＭ杜

　リポソ

・タイブヘッド

・デ ィスケ ット

・複写機用消耗品

・交換システム

・サーキ ット ・パッ ケージソグ ・アセソブ
　リー

・モアム

　ｉコ ジックとメモリー

・中型ブ ロセッ サ

・電動タイプライタ

・複写機

　口述録音再生機器

・電源装置

　メモリーのアセソブリー

・磁気デ ィスク装置と制御装置

・中型ブ ロセヅ サ

・磁気デ ィスク装置と制御装置

　メモリー・ デバイス

・磁気デ イスク

・小型プ ロセヅ サ

　オフィス ・システム

・小売業，スーパーマーケ ット向げシステ
　ム

・電動タイブライタ

・磁気カード ・タイプライタ

・植字機

　メモリー・ タイブライタ

・磁気テープ装置

・電源装置

・通信制御装置と端末装置

印刷装置

・制御装置

・大型プ 目セッ サ

（６３２）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本） ７７

製造所名

グリーノック

所　　在　　地

イギリスＩ　ＢＭ杜

主要製造品　目
・通信システムに用いる制御装置

・磁気デ ィスク装置

・イソダストリー・ システム

・情報表示システム

・通信端末装置

’ＯＣＲ ，ＯＭＲ ，ＭＩＣＲ

Ｉ　

ＢＭワールド ・トレード ・南北アメリカ／極東社

マルチネス
ス　　マ　　ー　　レ

ブロモソト

ドソ ・　ルズ

ボ　　　ゴ　　タ

藤　　　　　沢

野　　　　　洲

ガダラハラ

ワソガラ ッタ

アルゼソチソＩ　Ｂ１〉［杜

ブラジルＩ　ＢＭ杜

カナダＩ　ＢＭ杜

ヵナダＩ　ＢＭ杜

コロソビアＩ　ＢＭ杜

目本アイ ・ビー・ エム杜

目本アイ ・ビー・ エム 杜

メキシコＩ　ＢＭ杜

オーストラリアＩ　ＢＭ杜

・印刷装置

・中型プ ロセッ サ

・表示装置と制御装置

・印刷装置（端末）

ツソグ ノレ ・エレメソト ・タイプライタと
　リボソ

・シソグ ノレ ・エレメソト ・タイプライタ

・磁気カード

・サブストレート製造とモジュー ル・ アセ
ソブリー

・印刷装置

・データ入力装置

・端末装置

・データ収集 システム

タイブバー・ タイプライタ

シソグ ノレ ・エレメソト ・タイプライタ

　リボソ

・中型プ ロセッ サ

・磁気デ ィスク装置

・通信制御装置と端末装置

・イソダストリー・ システム

システム ・プリソタ

・磁気テープ装置

’大型 ・中型プ ロセッ サ

・サーキ ット ・パッ ケージソグ

・サブストレート製造とモジューノレ ・アセ
ソブリー

・シソグ ノレ ・エレメソト ’タイプライタ

タイブバー’ タイプライタ

リボソ

シソグル ・エレメソト ・タイプライタ

（出所）表１６と同じ 。

ツヨソ ・クループの２つの事業クノレープの事業部に編成されているが，これは ，

すでに（１）でのべたように現在のＩ　ＢＭ杜では事業部制組織の形態がとられては

いるが，製品開発 ・製造と販売 ・サービスの活動が機能的に分担され，インフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３３）



７８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

オメーショソ ・システムズ ・グループがもっ ぱら販売 ・サーピス活動を担い ，

製品開発 ・製造活動はほとんともっ ぱら上の２つの事業クループが担当するこ

とにた っているからである 。

　ただ，これらの表では，アメリカ国外にあ って，現地子会杜の管理下にある

研究所と製造所については，アメリカ国内のそれらの場合のような事業部別の

つながりは示されていない。しかし，国外にあるこれらの研究所と製造所も ，

一方では現地子会杜の管理下にあると同時に，他方では本杜直轄の個 々の事業

部と緊密なつながりをもっ ていることは，すでにのべたとおりである（この点

については，さしあたり表で示されている各研究所および製造所の主要開発 ・製造品目

によっ て， おおよその状況を推測することができる）。

　ところで，製品開発と製造活動についてはアメリカ国内と国外の活動単位

　　製品開発研究所と製造所　　が各事業ことに緊密た一体性をもっ ているこ

とは，典型的ないくつかの製品の開発 ・製造体制をみることによっ て具体的に

理解することができる。表１８は現在のＩ　ＢＭ杜の代表的な製品についてその開

表１８　Ｉ　ＢＭ杜の世界的開発 ・製造体制（１９８２年）

製　　造　　所　（工場）

機　　　　種 研究所 　　　　　　ヨーロッバ／　　南北アメリカ
アメリカ国内　　中東／アフリ　　／極東／オー
　　　　　　カ　　　　　　　ストラリア

４３３１ブ ロセッ サ　　アメリカ／ドイツエソディコットマイソツ野　　洲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西ドイツ）
４３４１プ ロセッ サ　　　　ア　メ　　カ　ニソディコット　マ　イ　ソ　ツ　ス　マ　ー　レ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西ドイツ）　　　（ブラジ
ノレ）

３０３３プ ロセッサ　　アメ 　カポーキブシーハバソト野　　洲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イギリス）
３０８１プ ロセッ サ　　アメ 　カポーキプシーモソペリニ野　　洲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（フラソス）
８１００情報 システム 　アメ 　カラ　 レイハバソト藤　　沢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イギリス）
３３７０磁気デ ィスク 　アメ 　カサソ ・ノゼマイソツ藤　　沢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西ドイツ）
３３８０磁気デ ィスク 　アメ 　カサソ ・ノゼマイソツ 藤　　沢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西ドイツ）
３２７６制御 ・表示装置　　目　　　　本　　ラ　　　レ　イ　グリーノック　 ス　ブ　ー　 レ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イギリス）　　（ブラジル）
３２８７印刷装置　　目本／アメリカラ 　レイグリーノック藤　　沢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イギリス）

（出所）日本アイ ・ビー・ エム株式会社［野洲工場概要』ユ９８２年，より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　（６３４）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（２）（坂本）　　　　　　　　　　　　　７９

発・ 製造体制を具体的に示したものである 。

　これによっ てあきらかなことは，それぞれの製品はそれを担当する事業部が

統括する世界のとこかの研究所　　ただし現状では，表が示しているようにア

メリカ国内にある研究所が圧倒的に多い　　で開発が進められ，その結果にも

とづいて，アメリカ国内およびＩ　ＢＭワーノレ ド・ トレード ・ニマ
杜， Ｉ　

ＢＭワ

ーノレド ・トレード ・アフィ 杜両杜が統括するそれぞれの地域で，すなわち世界

の３つの製造所で同時並行的に製造が進められているということである。こう

して，Ｉ　ＢＭ杜では，製品開発と製造活動は，各事業ごとに，全世界的な一体

性をもっ て推進されているわけである 。

　Ｉ　ＢＭ杜における ，このような製品開発と製造活動の全世界的な一体性は ，

さらに具体的に通信衛星を使ったグ ローバルな通信ネ ットワーク ・システムに

よる目常的な生産情報管理 ・技術情報管理 ノステムによっ て実現されている 。

このシステムの構成をかんたんに図示すれば，図８のようである 。

　この図からもうかがえるように，現在Ｉ　ＢＭ杜には２つの大きな通信ネ ット

ワーク ・システムが確立されている 。１つは研究所（基礎および製品開発の両方

営業
部門

図８　Ｉ　ＢＭ杜の生産 ・技術情報管理システム

　　　　レスポンドセンタ　　　　　　　研究所技術部門

顧客先設置
機械技術レベル

受注管理
システム

顧

製　　造 資材管理
システム

技術情報管理
　システム

客

　　　品質管理　　　　　　会計情報管理　　　　　　購買情報管理
　　　システム　　　　　　総合システム　　　　　　　システム

（出所）目本アイ ・ビー・ エム株式会杜『野洲工場概要』１９８２年，より作成 。

　　　　　　　　　　（６３５）



８０　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

の），製造所，および本杜の問を相互に結び合う技術情報管理用のシステムで

あり ，サブシステム ・ユニファイド ・ネ ットワーク（ＳｕｂｓｙｓｔｅｍＵｎｉｉｅｄＮｅｔｗｏｒｋ
．

賂ＬてＳＵＮ）と呼ぱれるものである 。　Ｉ　ＢＭ杜では，このシステムを通して

世界各地の研究所，製造所で得られた新しい技術情報がオソライソで他のすべ

ての研究所，製造所に伝えられ，それらがたえず同一の技術 レベルを維持する

よう管理されている 。

　もう１つのシステムは，コソソリデイテ ヅド ・コーポレート ・デ ータ ・ネ ッ

トワーク（Ｃｏｎｓｏ１ｉｄａｔｅｄＣｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｄａｔａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ． 略してＣＣＤＮ）と呼ぱれるも

のであり ，主として顧客からの注文およぴ製造所問の注文を管理するためのシ

ステムである。Ｉ　ＢＭ杜では，世界各地からの注文はこのシステムを使 ってす

べて一度イギリスのハバソト（Ｈａｖａｎｔ）にある受注セソターに集められること

にな っており ，注文情報は毎目ここからニューヨークを経由して世界各地の製
　　　　　　　　　　　　　　１８）
造所へ送られることにな っている 。

　１８）以上，Ｉ　ＢＭ杜の生産 ・技術情報管理用通信ネ ットワーク ・システムについて

　　　は，目本アイ ・ビー・ エム 株式会杜ｒ野洲工場概要』（バソフレット）１９８１年 ，

　　　Ｂｒａｎｓｃｏｍｂ，Ｌ　Ｍ ，Ｃｏｍｐｕｔｍｇ　ａｎｄ　Ｃｏｍｍｕｎ１ｃａｔ１ｏｎｓ＿Ａ　Ｐｅｒｓｐｅｃｔ１ｖｅ　ｏｆ

　　　ｔｈｅ　Ｅｖｏ１ｖ１ｎｇ　Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔ，朋〃Ｓツｓ乏舳　１ｏ鮒伽Ｚ，Ｖｏ１１８，Ｎｏ　２．１９７９
，

　　　ＰＰ．１９４－１９６による
。

　以上，本早では，現在のＩ　ＢＭ杜の事業構造を概観し（〔１〕），その上で，そ

れがどのような組織構造をもっ て成り立 っているかをあきらかにした（〔２〕）。

次章以下では，このようた現在のＩ　ＢＭ杜の構造を念頭におきたがら，それが

第２次大戦後どのように形成されてきたか，とりわげその組織構造がどのよう

汰変化過程を経て今則こ至っているのか，についてたどっ てみることにする 。

ずい分前置きが長くな ったが，これが本稿の主題である。（未完）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８２年１２月３０目）

（６３６）


